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写     真 

 

 

 
ナロックにおいてパイロットプロジェク
トの状況を説明するナロックWSPのカウ
ンターパートと専門家チーム 

 パイロットプロジェクトにより新たに設
置されたメーター。埋設されたものが多
い既存のメーターと比べ、読み取りが容
易になっている。 

 

 

 
パイロットプロジェクトやその後の独自
の取り組みの状況を説明するエンブ WSP
カウンターパート。 

 パイロットプロジェクトで整備された
GIS データベース。配管、バルブ、メー
ター、漏水地点の地理情報やメーターの
読み取り結果が蓄積されている。後ろは
データロガー。 

 

 

 

パイロットプロジェクト終了後、エンブ
WSP による独自の展開活動として行われ
ているダラス地区での給水管の布設替え
とメータ設置 

 JCC のミニッツに署名を行った。 

ケニア側 Stower・水灌漑省 PS と中間レ
ビュー調査団長・大村専門員 
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中間レビュー結果要約表 

１. 案件の概要 
国名：ケニア 案件名：無収水管理プロジェクト 

 
分野：上水道 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：地球環境部水資源・防災グループ 協力金額（評価時点）： 
 
 
協力期間 

(R/D): 2009 年 8 月 
 2010 年 9 月～2014 年 10 月 

先方関係機関：水灌漑省（MWI）、水道事業監督本局 
    （WASREB） 

(延長): 日本側協力機関：中央開発株式会社・ 
  東京水道サービス株式会社 

(F/U) : 他の関連協力： 
１-１ 協力の背景と概要 
 
ケニア共和国（以下「ケニア」）の水資源は、淡水の一人当たり賦存量が 647 m3/年であり、2025

年には人口増加等に伴い 235m3/年にまで低下すると見られている。このような状況下、ケニア政府

は第 9 次国家開発計画（2002～2008）及び国家貧困削減計画（1999～2015）において、安全な水の供

給拡大を重点分野に掲げ、2015 年までに 700 の既存上水施設の改善に取り組むことを目標としてい

る。その実施の枠組みとして水法 2002 を制定し、水灌漑省が上下水道、灌漑等の水資源関連事業、

及び村落開発を管轄することを規定した。その後も、経済再生戦略（2003 年）の中で、安定した上

下水道サービスを提供するために、独立採算性を高めることについて言及するなど、問題意識が高く、

特に無収水の削減が費用対効果の高い手段として認識されており、現在 60%である無収水率を 2015
年までにケニア全土において 30%まで削減することを目標値として定めている。 
我が国はこれまでにケニアの水分野に対して開発調査、無償資金協力、専門家派遣等により協力を

行ってきており、中でも無償資金協力「メルー市給水計画」では、無収水が 60%から 30%（事後評

価時 25%）まで削減され、高い評価を受けている。このような日本の協力による実績を踏まえ、ケ

ニア水灌漑省は上述の無収水削減目標達成、運営コストの削減、効果的な水利用を目標として掲げ、

無収水対策と体制強化につき我が国に支援を要請し、これを受けて JICA は「無収水管理プロジェク

ト」を実施している。 
 
１-２協力内容 
（１） 上位目標 

ケニア全国における無収水率が低減することにより水資源の有効利用が図られる。 
（２） プロジェクト目標 

全国の無収水削減対策の監督、実施、普及の体制が整備され、強化される。 
（３）成果 

1) パイロットプロジェクトを行う WSB・WSP での無収水対策の実施を通じ、無収水対策実施

マニュアル*1)、無収水対策監督ガイドライン*2)が作成される。 
2) 無収水削減基準*3)が策定され、WASREB の WSB・WSP に対する無収水削減に係る指導能力

が強化される。 
3) 無収水対策技術に関して KEWI の WSP に対する研修実施能力が強化される。 
4) WASREB により無収水削減基準が全国の WSB と WSP に普及される。 

 
*1 無収水対策実施マニュアル（Manual）とは、WSP が無収水対策を実施する上で必要なデータ

整備、体制、漏水探知や盗水防止の活動等の手順を示したもの。 
*2 無収水対策監督ガイドライン（Guideline）とは、WSB が WSP の実施する無収水対策を監督

する上で押さえるべきポイントやそのモニタリング作業の手順を示したもの。また資産管理

に関する手順を示したもの。 
*3  WSB 及び WSP に対し、全国レベルで統一的に実施すべき無収水対策を定めた基準。無収水



 

vii 

対策実施マニュアル、無収水対策監督マニュアル、全国で統一的に収集すべきデータ項目、

資機材の規格等の内容を含む。 
 
（４）投入（中間レビュー時点） 
日本側：総投入額 約 2.0 億円 
長期専門家派遣     0 名 機材供与       約 2,900 万円 
短期専門家派遣     10 名 ローカルコスト負担  約 1,900 万円 
研修員受入       5 名  

相手国側： 
カウンターパート配置  16 名 機材購入        なし 
土地・施設提供        ローカルコスト負担   2,245 千ケニアシリング 
その他 

 

２. 評価調査団の概要 
 調査者 ＜日本側＞ 

 担当分野  氏名     所属                   
 総括    大村 良樹  JICA 国際協力専門員 
 調査企画  中村 覚   JICA 地球環境部 水資源第二課 
 評価分析  中村 泰徳  グローバルリンク マネージメント株式会社 
 
＜ケニア側＞ 

Mr. David N. MABONGA 
Senior Superintendent, Department of Water Services, Ministry of Water and Irrigation  

 

調査期間  2012 年 8 月 21 日〜2012 年 9 月 7 日 評価種類：中間レビュー 
 

３.評価結果の概要 
３-１ 実績の確認 
(1) アウトプット 

アウトプット 1: パイロットプロジェクトを行う WSB・WSP での無収水対策の実施を通じ、無収水

対策実施マニュアル、無収水対策監督ガイドラインが作成される。 

アウトプット 1 を達成するためには、3 つの WSP のパイロットプロジェクトの完了と無収水対策

実施マニュアル及び無収水対策監督ガイドラインの作成が必要である。中間レビューまでに、エンブ

WSP のパイロットプロジェクトが完了し、同パイロットプロジェクトの結果を反映した無収水対策

実施マニュアル及び無収水対策監督ガイドライン第 2 版が作成された。 
エンブ WSP のパイロットプロジェクトにおける無収水率は 61%から 18%に削減され、指標を達成

した。一方、ナロック WSP とカプサベット WSP のパイロットプロジェクトでは、中間レビュー時

点で明らかな無収水率の削減を確認できなかった。両 WSP は、パイロットプロジェクトが終了する

2012 年 9 月末までに有効な無収水率削減の方法を提示する予定である。また、目標であるパイロッ

トプロジェクト地区での無収水率の半減を達成するために、両 WSP は、パイロットプロジェクト終

了後も、独自に資金調達をしてパイロットプロジェクト地区での無収水対策を続けることが求められ

ている。 
無収水対策実施マニュアル及び無収水対策監督ガイドラインの内容に関しては、使用者及び使用目

的の明確化などが今後改善を必要とする点として確認された。 
 
アウトプット 2: 無収水管理基準が策定され、WASREB の WSB・WSP に対する無収水管理指導能力

が強化される。 

アウトプット 2 を達成するためには、無収水管理基準、無収水管理基準普及計画及び人材育成基準
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の作成が必要である。中間レビューまでに、無収水管理基準を構成する無収水対策実施マニュアル及

び無収水対策監督ガイドライン第 2 版が作成された。また、人材育成基準のドラフトが作成された。  
 
アウトプット 3: 無収水対策技術に関して KEWI の WSP に対する研修実施能力が強化される 

アウトプット 3 のほとんどの活動はプロジェクトの後半に予定されている。中間レビューまでに、

KEWI の無収水管理研修のカリキュラム、シラバス及び研修教材のドラフトが完成した。  
 
無収水管理研修に関しては、以下の点が中間レビューで確認された。 
i) カリキュラムは、研修の受講生となる WSP のエンジニア及び技師のニーズを反映する必要が

あること。 
ii) 本プロジェクトで支援する研修教材が、GIZ の水セクター支援プログラムである WAVE を通

じて作成された無収水対策の研修教材に代わり KEWI の無収水管理研修の研修教材になるこ

と。 
iii) WSP における GIS 研修のニーズが低く、無収水管理研修と別に GIS 研修を立ち上げることの

効果があまりないこと。 
iv) KEWI が実践的な無収水管理研修を実施するために、KEWI 講師がパイロットプロジェクト

地区で実地研修（OJT）を受けることが重要であること。 
 
アウトプット 4: WASREB により無収水管理基準が WSB と WSP に普及される 

アウトプット 4 のすべての活動はプロジェクトの後半に予定されているため、中間レビュー時点で

はどの活動も開始していなかった。しかし、本アウトプットの達成に向けて以下の貢献要因が確認さ

れた。 
i) WASREB が 2013/14 年度の年間活動計画に無収水管理基準の普及活動を含めている。 
ii) 日本人専門家が WASREB の無収水管理基準に係るセミナーを共催する予定である。 
iii) 無収水管理基準の普及に際し、既存の仕組みを活用している。 
iv) 中間レビューまでに、無収水管理に係る多くのセミナーが開催されている。 

 
(2) プロジェクト目標 

プロジェクト目標: 全国の無収水削減対策の監督、実施、普及の体制が整備され、強化される。 

現在の PDM で設定されているプロジェクト目標の指標は、プロジェクト目標の指標として不適切

と判断され、新しい指標を設定する必要があるため、プロジェクト目標の達成見込みを判断すること

は難しい。現在の PDM ではプロジェクト目標の指標が 3 つ設定されているが、指標 1 は、プロジェ

クト終了時に必要なデータが入手できない指標であり、指標 2、3 は、アウトプットの指標の言い換

えた指標である。 
 

３-２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は中間レビュー時点でも以下の点から高いと判断される。 
i) 本プロジェクトは、ケニア及び日本の政策と整合している。ケニアヴィジョン 2030 の第 1

次中間計画（2008-2012）は、高い無収水率を削減するための水供給システム改善を水不足に

対する戦略の一つとして掲げている。国家水サービス戦略（2007-2015）は、水サービスの無

収水率を 30%以下にすることを目標にしている。また、2012 年 4 月に策定された日本の対ケ

ニア国別援助方針は、無収水の削減を含む水資源管理を 5 つの重点支援分野の一つである環

境保護分野に位置づけている。 
ii) 本プロジェクトはケニア側のニーズと整合している。水不足はケニアの水セクターの問題の

一つであり、上位目標に「水資源の有効活用」を含む本プロジェクトはケニア側のニーズと
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整合している。また、水サービス衛生事業体の独立採算はケニア水セクターにおける目標の

一つであり、水サービス衛生事業体の独立採算に貢献する「無収水率の削減」を上位目標に

含む本プロジェクトはケニア側のニーズと整合している。 
iii) 本プロジェクトは、他の地域での類似プロジェクトの経験を生かし、パイロットプロジェク

ト及び OJT をプロジェクトデザインに含めている。一方、現在の PDM では、プロジェクト

目標と上位目標の間のロジックが不明確である。 
 
(2) 有効性 

現在の PDM のプロジェクト目標の指標を変更する必要があるため、現時点では、プロジェクトの

有効性を判断することは難しい。プロジェクト目標の指標としては、アウトプットとプロジェクト目

標間のロジックが成立する新しい指標を設定し、同指標達成のために定期的なモニタリングを行うこ

とが必要である。 
 

(3) 効率性 

中間レビュー時点では、以下の理由によりプロジェクトの効率性は高い。 
i) 日本側及びケニア側は、活動実施のために概ね適切な投入（量、質、タイミング）を行った。 
ii) プロジェクトの活動はほぼ計画通り実施されており、アウトプットの達成度合いも計画通り

である。  
iii) 他の日本の ODA プロジェクトや他ドナー、特に GIZ と連携している。しかし、GIZ との連

携は強化することが必要である。 
 
(4) インパクト 

上位目標の達成見込みは、上位目標を達成するために必要な WSP による無収水管理計画の作成及

び実施を促進する対策をプロジェクト期間中に含めていないため低い。上位目標の達成には、プロジ

ェクト実施期間中に、プロジェクト終了後に WSP が無収水管理計画を作成し、実施することを促進

する対策をとることが必要である。 
 
(5) 持続性 

i) 政策面： 
無収水の削減は、プロジェクト終了後もケニアの政策と整合する見込みである。国家水サービス

戦略（2007-2015）が、目標の一つとして無収水の削減を掲げている。WASREB は、2020 年までに

無収水率を 20－25%に削減することを目標としている。また、水灌漑省（MWI）によると無収水

の削減は、将来的にもケニアの水セクターの重要課題になる予定である。 
 

ii) 組織面： 
プロジェクトは、2012 年中に策定される予定である水法 2012 の策定後、同法のプロジェクトへ

の影響を確認し、場合によってはプロジェクトに変更を加える必要がある。 
 

iii) 財務面： 
財務面での持続性は、無収水管理計画の実施に必要な予算及び調達可能な予算に係る情報が不足

しているため、判断が難しい。また、KEWI の無収水管理研修に関しても、研修費用の調達先（MWI、
WSP など）から入手可能な資金に係る情報が不足しているため、判断が難しい。 

 
iv) 技術面： 

技術面での持続性は、KEWI の講師が無収水管理研修に必要な知識及び講師力を概ね持っている

ため、高い。一方、WSP の無収水管理能力に関しては、その強化のために継続的な研修が必要で

ある。 
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３-３ 効果発現に関する貢献要因 

(1) 計画内容にかかわること 
i) カウンターパート研修がケニア側カウンターパートのプロジェクトへのより積極的な参加を

促した。 
(2) 実施プロセスにかかわること 

i) エンブ WSP におけるパイロットプロジェクトで、同 WSP が人的及び資金的に積極的に協力し

たことがアウトプット 1 の達成に一部貢献した。  
ii) プロジェクト実施委員会（PIC）を新たに設置したことで、3WSB 及び 3WSP を含むプロジェ

クト関係者による無収水対策実施マニュアル及び無収水対策監督ガイドラインに係る協議が

可能となった。  
iii) パイロットプロジェクト実施時の定期的なモニタリング活動によって、それぞれのパイロット

プロジェクトに適した対策をタイムリーに講じることができた。プロジェクト後半ではプロジ

ェクト全体をモニタリングする仕組みを作る必要がある。 
 

３-４ 効果発現に関する阻害要因 

(1) 計画内容にかかわること 
i) 現在の PDM では、無収水管理計画の実施のための予算確保が外部条件に設定され、WSP が無

収水管理計画を実施するまでのシナリオが明確でなかった。 
 
(2) 実施プロセスにかかわること 
なし。 
 
３-５ 結論 

中間レビューまでの活動はほぼ計画通りに実施されてきた。アウトプット 1 では、エンブ WSP の
パイロットプロジェクトが完了し、目標の無収水率を達成した。無収水対策実施マニュアル及び無収

水対策監督ガイドライン第 2 版がエンブ WSP のパイロットプロジェクトの結果を反映して作成され

た。アウトプット 2 では、人材育成基準のドラフトが WASREB によって作成された。アウトプット

3 では KEWI 研修のためのカリキュラム、シラバス及び研修教材のドラフトが作成された。アウトプ

ット 4 に関しては、すべての活動がプロジェクトの後半に予定されているため進捗はなかった。  
 
評価 5 項目による評価に関しては、プロジェクトの妥当性及び効率性は中間レビュー時点では高い

と判断される。プロジェクトの効率性に関しては、現在の PDM におけるプロジェクト目標の指標が

不適切であるため、判断をすることが難しい。プロジェクトのインパクトに関しては、現時点では低

い。プロジェクト終了後に WSP が無収水管理計画を作成し、実施することを促進する対策をとる必

要がある。プロジェクトの持続性に関して、政策面及び技術面に関しては高い。財務面に関しては、

財務面の持続性を判断するための十分なデータが入手不可能であったため、判断が難しい。組織面に

関しては、水法 2012 年策定後、再評価する必要があり、場合によっては適切な変更をプロジェクト

に加える必要がある。 
 
３-６ 提言 

(1) プロジェクトデザイン 
今後のより良いプロジェクトの実施のため、以下の点を含む PDM の変更を行う必要がある。 

i) プロジェクト目標に以下の新しい指標を設定する。 
指標 1：エンブ、ナロック、カプサベット WSP がそれぞれの無収水管理計画の実施を開始する 
指標 2：KEWI の無収水管理研修に参加した WSP が無収水管理計画の作成を開始する 
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ii) アウトプット 3 に以下の指標を追加する。 
指標 5： KEWI の無収水管理研修の修了者数（60 名）。 

iii) 本プロジェクトで作成される「無収水管理マニュアル及び無収水対策監督ガイドライン、 
無収水管理基準、無収水管理研修」を「無収水削減マニュアル及び無収水削減ガイドライン、

無収水削減基準、無収水削減研修」に変更する。 
 
(2) パイロットプロジェクト 

i) 日本人専門家、WASREB、KEWI、ナロック WSP 及びカプサベット WSP は、ナロック WSP
及びカプサベット WSP のパイロットプロジェクトにおいて、パイロットプロジェクトが終了

する 2012 年 9 月末までに有効な無収水削減のモデルを提示する必要がある。また、WSP は、

独自に資金調達をし、パイロットプロジェクト地区での無収水対策を継続する必要がある。資

金調達に関しては、WSB 及び DWO と早急に協議を開始する必要がある。 
 
(3) KEWI の研修 

i) 日本人専門家と KEWI は、KEWI 講師のパイロットプロジェクト地区での OJT の実施に関して

早急に協議する必要がある。  
ii) 日本人専門家と KEWI は、ニーズが低い GIS 研修を独立した研修とするのではなく、無収水管

理研修の一部とする必要がある。  
iii) MWI は、KEWI が無収水管理研修を継続するための十分な運営基金を配分し、KEWI は、MWI

の運営基金を無収水管理研修に適切に配分する必要がある。 
 

(4) プロジェクト管理 
i) KEWI と日本人専門家は、KEWI の無収水管理研修のための研修教材を作成する際に、WAVE

との連携を強める必要がある。また、無収水管理基準に関しては、同基準の普及及び無収水管

理計画の作成、実施がスムースに展開できるようにするように、WASREB と日本人専門家は、

GIZ と定期的に情報共有を行う必要がある。 
ii) 上位目標の達成見込みを向上させるために、WSP がプロジェクト終了後に無収水管理計画の作

成及び実施を促す対策をプロジェクト実施期間内にとる必要がある。 
iii) MWI、WASREB 及び日本人専門家は、水法 2012 のプロジェクトに対する影響、特に水セクタ

ーの組織構造に対する影響を確認し、同法によってプロジェクトの成果発現に負の影響が出る

ことを避けるため、場合によっては、プロジェクトに変更を加える必要がある。 
iv) プロジェクト後半では、複数の活動が同時並行で実施されるため、PIC を活用し、プロジェク

ト全体をモニタリングする必要がある。 
 
(5) ドキュメントの質の向上 
無収水対策実施マニュアル及び無収水対策監督ガイドライン、KEWI の研修教材の質を改善するた

め、使用者及び使用目的の明確化などを行う必要がある。 
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第1章 中間レビュー調査の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

プロジェクトの協力期間（4 年間）の中間地点を迎えるにあたり、これまでのプロジェクトの進捗

状況・成果を踏まえ、以下の目的によりレビューを行う。 

（1） 技術協力の開始からこれまでの実績と実施プロセスを確認し、その情報に基づいて評価 5 項目

（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から日本側・ケニア側双方で総

合的に検証する。また、今後の円滑なプロジェクト運営および確実なプロジェクト目標の達成

に向けて、必要に応じて PDM と PO の修正を行う。 

（2） 2014 年 10 月のプロジェクト終了を見据え、円滑なプロジェクト運営およびプロジェクト目標

の確実な達成に向けて取るべき措置について協議を行い、その結果をミニッツにて確認する。 

1-2 調査団の構成 

（1） 日本側 

担当 氏名 所属 
1. 団長 大村 良樹 JICA 国際協力専門員 
2. 調査企画 中村 覚 JICA 地球環境部水資源第二課 
3. 評価分析 中村 泰徳 グローバルリンク マネージメント株式会社 

 
（2） ケニア側 

Mr. David N. MABONGA 
Senior Superintendent, Department of Water Services, Ministry of Water and Irrigation 

1-3 調査期間 

8 月 21 日（火）～9 月 7 日（金） 
（うち 8 月 29 日～9 月 1 日はナロック、エンブで現地調査） 

詳細日程については別添 1 を参照。 
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第2章 プロジェクトの概要 

2-1 対象プロジェクトの背景 

ケニア共和国（以下「ケニア」）はアフリカ大陸の東部中央に位置する国で、国土面積は 58.3 万 km2、

人口 3,510 万人（2006 年：世銀）、一人当たり GNI は 540US ドル（2006 年：世銀）である。また、

水資源については、淡水の一人当たり賦存量が 647 m3/年であり、2025年には人口増加等に伴い 235m3/
年にまで低下すると見られている。 

このような状況下、ケニア政府は「水資源管理と開発にかかる国家政策」（1999 年）を策定し、水

セクターの持続的な開発・管理の達成を目標として掲げており、第 9 次国家開発計画（2002～2008）
及び国家貧困削減計画（1999～2015）においても、安全な水の供給拡大を重点分野に掲げ、2015 年

までに 700 の既存上水施設の改善に取り組むことを目標としている。その実施の枠組みとして水法

2002 を制定し、水灌漑省が上下水道、灌漑等の水資源関連事業、及び村落開発を管轄することを規

定した。その後も、経済再生戦略（2003 年）の中で、安定した上下水道サービスを提供するために、

独立採算性を高めることについて言及するなど、問題意識が高い。特に無収水の削減が費用対効果の

高い手段として認識されており、現在 60%である無収水率を 2015 年までにケニア全土において 30%
まで削減することを目標値として定めている。 

これと並行して、水法 2002 に基づき、組織改編が行われており、合理的な事業運営等を目的とし

て水灌漑省（MWI）による方針決定とモニタリング、水道事業監督本局（WASREB）によるライセ

ンス発行、地方に設置された 8 箇所の水道事業監督地域局（WSB）による事業運営、水道事業体（WSP）
による維持管理等の給水事業の実施という体制の構築を進めるなど、計画の具現化にも努めていると

ころである。また、WSB 等の地方で水道事業に係る組織の職員等を対象に研修を行う機関として、

2001 年に水研究所（KEWI）を設立するなど、実施体制の改善を図っている。しかしながら、これら

の水道事業の実施体制は現在構築途中であり、早期に強化されることが望まれている。 

我が国はこれまでにケニアの水分野に対して開発調査、無償資金協力、専門家派遣等により協力を

行ってきており、中でも無償資金協力「メルー市給水計画」では、無収水が 60%から 30%（事後評

価時 25%）まで削減され、高い評価を受けている。このような日本の協力による実績を踏まえ、ケ

ニア水灌漑省は上述の無収水削減目標達成、運営コストの削減、効果的な水利用を目標として掲げ、

無収水対策と体制強化につき我が国に支援を要請した。 

JICA は 2008 年 10 月と 2009 年 1 月に詳細計画策定調査団を派遣し、プロジェクトの概要について

の合意がなされ、2009 年 8 月 11 日に討議議事録（R/D）が署名された。 

R/D に基づき、2010 年 9 月～2014 年 10 月の予定で協力が開始され、中央開発株式会社・東京水道

サービス株式会社の共同企業体が業務を行っている。 
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2-2 対象プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要（PDM2 暫定版から） 

プロジェクト名 ケニア国無収水管理プロジェクト 
対象地域 ナイロビ、ケニア全国 

パイロットプロジェクトを、エンブ、カプサベット、ナロックで行う。 
協力期間 2010 年 9 月～2014 年 10 月 
実施機関・ 
関係機関 

水・灌漑省（MWI）維持管理局 
水道事業監督本局（WASREB） 
ケニア水道研修所（KEWI） 
水道事業監督地域局（WSB） 
   （タナ WSB、ビクトリア湖北 WSB、リフトバレーWSB） 
水道事業体（WSP） 
   （エンブ WSP、メルーWSP、カプサベット WSP、ナロック WSP） 

上位目標 ケニア全国における無収水率が低減することにより水資源の有効利用が図

られる。 
プロジェクト 
目標 

全国の無収水削減対策の監督、実施、普及の体制が整備されると共に、無

収水削減能力が向上する。 
成 果 (1) パイロットプロジェクトを行う WSB・WSP での無収水対策の実施を

通じ、無収水対策実施マニュアル、無収水対策監督マニュアルが作成

される。 
(2) 無収水管理基準が策定され、WASREB の WSB・WSP に対する無収水

管理指導が強化される。 
(3) 無収水対策技術に関して KEWI の WSP に対する研修実施能力が強化

される。 
(4) WASREB により無収水管理基準が全国の WSB と WSP に普及される。 
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第3章 レビューの方法 

3-1 中間レビューの方法 

中間レビューでは、プロジェクトの進捗状況及び実施プロセスを確認した。プロジェクトの進捗状

況については、投入、活動及びアウトプットの達成度合い、プロジェクト目標及び上位目標の達成見

込みの確認を行い、実施プロセスについては、日本人専門家とケニア側カウンターパート間のコミュ

ニケーション、プロジェクトのモニタリング体制・方法及びケニア側カウンターパートのオーナーシ

ップに関して確認を行った。データ収集を行ったのち、3-2 項で記載する評価 5 項目に沿って評価を

行った。 

中間レビューでは、PDM ver. 2（tentative）（別添 3）及び 2009 年 8 月 11 日に合意した活動計画表

（PO）（別添 4）を用いた1。PDM ver. 2.0（tentative）は、2012 年 8 月 1 日に、日本側・ケニア側のプ

ロジェクト関係者間で合意して改訂されたもので、JCC での承認はまだ得ていないが、中間レビュー

に際して使用する PDM としては適正度が高いと判断した。なお、PDM ver.1 から ver. 2（tentative）
への変更点は以下の 3 点に集約される（変更の詳細は別添 5 を参照）。 

i) PDM ver.1 が設定していなかった指標の具体的な目標数値の設定 
ii) PDM ver.1 が設定していなかった指標の具体的な目標達成年月を設定 
iii) 指標の明確化 

3-2 5 項目評価 

JICA が採用している2、次の「評価 5 項目」の視点から評価を行った。各項目の概要は次の通りで

ある。 

① 妥当性（relevance） 
「プロジェクト目標」「上位目標」は政府・実施機関・ターゲットグループの政策・ニーズと合

致しているか。 

② 有効性（effectiveness） 
「アウトプット」によって「プロジェクト目標」がどこまで達成されたか。 

③ 効率性（efficiency） 
「投入」が「アウトプット」にどのようにどれだけ転換されたか。投入の質、量、手段、方法、

時期は適切か。 

④ インパクト（impact） 

                                                        
1 PO に関しては、現在、JCC での承認は得ていないがプロジェクト関係者間で合意済みの PO ver. 2（tentative）が存

在する。しかし、PO ver. 2（tentative）は中間レビューの直前に作成・合意されたもので、プロジェクト前半期におけ

る活動の記述については既に実情を反映したものに変更されてしまっている。プロジェクトが実際に使用してきた PO
は PO ver. 1 であることから、本中間レビューでは PO ver. 1 を使用する、 
2 独立行政法人国際協力機構 企画・調整部事業評価グループ(編)『プロジェクト評価の実践的手法：JICA 事業評価

ガイドライン[改訂版]』（国際協力出版会，2005）p. 37 
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プロジェクトが実施されたことにより生ずる直接的、間接的な正負の影響。計画当初に予想さ

れなかった影響や効果も含む。 

⑤ 持続性（sustainability） 
JICA の協力終了後もプロジェクト実施による効果が持続されるか。 

3-3 評価グリッド 

中間レビューは、別添 15 の評価グリッドを用いて行われた。評価設問、必要なデータ、情報源、

データ収集方法に関しては同評価グリッドを参照されたい。 
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第4章 プロジェクトの進捗状況 

4-1 投入 

2012 年 8 月現在、日本側及びケニア側からの投入はほぼ R/D の計画通りに行われている。 

（1） 日本側 

ア． 専門家 

合計 10 名、63.5 人月（M/M）の短期専門家が中間レビューまでに派遣された。当初計画にお

ける M/M は 9 名、61M/M であった。専門家の担当は以下の通りであった。詳細は別添 7 参照。 

 総括/無収水管理 A 
 総括補佐/無収水管理 
 施設管理/無収水対策実施管理 A 
 施設管理/無収水対策実施管理 B 
 情報管理/顧客管理 
 研修管理/業務調整/総括・無収水管理 A 補佐 
 漏水管理/施工管理 C 
 業務調整/無収水管理補佐 

 
イ． カウンターパート研修 

合計 5 名が 2011 年 10 月 15 日から 30 日に実施された日本での無収水管理のカウンターパート

研修に参加した。参加者の詳細は別添 8 参照。 

ウ． 現地活動経費 

現地活動経費は、現地スタッフの雇用費、機材の保守及び管理費、消耗品購入費、旅費、通信

費、現地研修費に使用された。中間レビューまでに 18,606,000 円3が使用された。現地費用の詳細

は別添 9 参照。 

エ． 機材 

無収水対策のための機材が調達された。中間レビューまでに 29,062,950 円4が使用された。機材

の詳細は別添 10 参照。 

（2） ケニア側 

ア． カウンターパート 

概ね R/D における計画に従い、MWI、WASREB、KEWI、WSB 及び WSP から合計 16 名が配置

された。カウンターパートの詳細は別添 11 参照。  

                                                        
3 為替レートの関係で、別添 9 の数値と異なる。 
4 為替レート及び一部機材が含まれていなかったため、英文報告書と数値が異なる。 
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イ． オフィス及び施設 

日本人専門家の執務室、機材管理スペース、研修施設及び WSB/WSP の施設が、R/D に従い提

供された。 

ウ． 現地活動経費 

Embu WSP が、Embu WSP のパイロットプロジェクトにおける工事費用 2,245,114 ケニアシリン

グ（2,123,878 円5）を負担した。 

4-2 アウトプット 

アウトプット 1: パイロットプロジェクトを行う WSB・WSP での無収水対策の実施を通じ、無収水

対策実施マニュアル、無収水対策監督ガイドラインが作成される。 

 
指標 1-1: パイロットプロジェクトを行う 3つの WSB 及び 3 つの WSP で策定された無収水管理計画 
タナ WSB 及びエンブ WSP（2013 年 3 月まで）、リフトバレーWSB 及びナロック WSP（2013 年 3 月
まで）、ビクトリア湖北 WSB 及びカプサベット WSP（2013 年 3 月まで） 
 
本指標達成には、まず 3 つの WSP におけるパイロットプロジェクトが完了する必要がある。中間

レビュー時点では、エンブ WSP のパイロットプロジェクトが完了している。ナロック WSP 及びカ

プサベット WSP のパイロットプロジェクトに関しては、2012 年 9 月に完了予定である。カプサベッ

ト WSP のパイロットプロジェクトは 2013 年 4 月に完了する計画であったが、2013 年 3 月に実施さ

れるケニア国総選挙の影響を回避するために 7 か月間前倒しして実施中である。 

エンブ WSP の無収水管理計画に関しては、現在ドラフトを作成中であり、2012 年 9 月に完成する

予定である。一方、日本人専門家と WASREB は、WSP 用無収水管理計画のひな型を作成中である。

WSP 用無収水管理計画のひな型は、エンブ WSP の無収水管理計画策定過程で得られる知見を反映さ

せた上で最終化される。ナロック WSP とカプサベット WSP の無収水管理計画は、最終化された WSP
用無収水管理計画を参考に 2013 年 3 月までに完成する予定である。 

3 つの WSB の無収水管理計画に関しては、現在日本人専門家と WASREB が WSB 用無収水管理計

画のひな型を作成中であり、同ひな型に基づいて作成される予定である。 

指標 1-2: パイロット地区における無収水率がプロジェクト開始前より半減する。 
特に、ナロックに関しては、①管路図が作成できるようになる；②配水量分析ができるようになる；

③バルブ操作により均等配水ができるようになる；④施工の質が向上する；⑤無収水削減方法を実施

する。 
 
エンブ WSP のパイロット地区（ブルーバレー地区）においては、パイロットプロジェクト終了時

の 2011 年 10 月までに、パイロットプロジェクト開始時点で 61%であった無収水率が 18%にまで改

善された。中間レビュー時点においても、同地区の無収水率は 20%以下であることが確認された。 

ナロック WSP では、パイロットプロジェクト地区としてマジェンゴ地区を設定したが、同地区で

                                                        
5 1 ケニアシリング =  0.946 円（2012 年 8 月の JICA 精算レート） 
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は、パイロットプロジェクトの実施に際して以下の問題が観察された。  

 パイロットプロジェクト地区としては地域が広すぎた。 
 絶対的な給水量が少なかった。 
 水道施設が古かった。 
 
上の問題を考慮し、ナロック WSP のパイロットプロジェクトにおいては、マジェンゴ地区に 3 つ

の漏水モニタリング地区（LMB）を設置し、それぞれの無収水率を測定し、それらの平均値を無収

水率と定義した。パイロットプロジェクト開始前の LMB1 及び LMB2 の無収水率は、それぞれ 75%、

39%であった。LMB3 の無収水率のベースラインに関しては、2012 年 3 月の無収水率を精査して設定

される。 

中間レビュー時点において、ナロック WSP のパイロットプロジェクトの無収水率は、明らかな原

因が見えないまま上下変動を続けている。パイロットプロジェクトに関しては、2012 年 9 月末まで

日本人専門家が現地に滞在し、実施を支援することになっており、それまでに無収水率が低減しない

原因を突き止め、有効な無収水削減の方法を提示する予定である。その後は、パイロットプロジェク

ト地区における無収水率の半減をめざし、日本人専門家によるモニタリング支援を受けながら、ナロ

ック WSP が主体となって無収水対策を継続する予定である。 

ナロック WSP によると、2012 年 9 月末以降もパイロットプロジェクトの実施を継続する場合、1
千万ケニアシリングの追加予算が必要となる。同予算に関しては、県の水担当官（DWO：水灌漑省

の出先）の年間 5 百万ケニアシリングの開発予算、リフトバレーWSB の年間 4 千万ケニアシリング

の無収水対策予算などが調達先として検討されている6。 

ナロック WSP に関しては、パイロットプロジェクト地区における無収水率の半減に加え、さらに

5 つの指標が別途設定されている。それは、無収水削減活動の実施に必要な条件であるこれらの指標

を、ナロック WSP がパイロットプロジェクト開始時点で満たしていなかったためである。中間レビ

ュー時点で、ナロック WSP のスタッフは、管路図の作成、配水量の分析及び取り纏め、バルブ操作

による均等配水、無収水対策をパイロットプロジェクト地区で実施しており、指標はすべて達成され

たと言える。また施工の質に関しては、パイロットプロジェクト地区での無収水対策関連の工事の経

験を通じて、ナロック WSP 内の無収水対策関連工事の施工の質が向上したことが日本人専門家によ

って確認された。なお、5 つの指標のうち、「③バルブ操作により均等配水ができるようになる」は、

短期的・直接的には無収水率の削減には貢献しないものの、長期的・間接的には貢献することが期待

されるため OJT を通じて支援された。 

カプサベット WSP においては、無償資金協力によって建設された管路に接続する既設（更新され

ていない）の排水管路をパイロットプロジェクト地区とした。ベースラインとなる無収水率は 71%
（2012 年 7 月）であった。カプサベット WSP のパイロットプロジェクト地区では水道メーターが整

備されているため、商業的ロス（水道メーターの不備などによる料金不払い）ではなく物理的ロス（主

に漏水）が高い無収水率の原因と推測されている。 

                                                        
6 ナロック WSP は、赤字経営であり、自社で投資を行うことは難しい（2010/11 年度は、約 4.37 百万ケニアシリング

（約 413 万円）の赤字）。 
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中間レビューまでの漏水調査により、全漏水のうち半数の原因が確認済みである。本プロジェクト

においては、プロジェクト予算の制約から、原因が判明している半数のうち 8 割について漏水対策が

実施される予定であり、パイロットプロジェクト地区の無収水率は 71%から 60%に削減されること

が見込まれている。残りの漏水に関しては、カプサベット WSP が独自に漏水対策の費用を負担し、

日本人専門家のモニタリング支援を受けながら漏水対策を実施することになる。カプサベット WSP
が継続して漏水対策を実施するために必要な費用は、中間レビュー時点において明らかではなかった

が、DWO の開発予算、ビクトリア湖北 WSB の補助金などが主な調達先になると考えられる。 

指標 1-3: 作成された WSP 向けの無収水対策実施マニュアル、及び WSB 向けの無収水対策監督ガイ

ドライン（2013 年 5 月まで） 
 
中間レビューまでに、メルーWSP 及びエンブ WSP の無収水対策を参考に無収水対策実施マニュア

ル及び無収水対策監督ガイドライン（第 2 版）が作成された。本プロジェクトにおける無収水対策実

施マニュアル及び無収水対策監督ガイドラインの最終版（第 4 版）は、2012 年 9 月に完了するナロ

ック及びカプサベット WSP のパイロットプロジェクトの結果を反映して作成される予定である。ま

た、WSP の技術者及び技師レベルが利用する無収水対策ハンドブックを作成することがプロジェク

ト関係者間の協議で決まり、現在、日本人専門家及び WASREB がドラフトを作成中である。 

無収水対策実施マニュアル無収水対策監督ガイドライン第 2 版の内容に関しては、以下の改善が必

要であることが中間レビュー中に確認された。 

i) マニュアル及びガイドラインの使用者を明確にすること。 
ii) マニュアル及びガイドラインの使用目的を明確にすること。 
iii) マニュアルでは国際水協会（IWA）が使用している表現を用いること。 
iv) WSP における持続的な無収水削減のための組織体制に関して記載すること。 
v) マニュアルはより実践的な内容とすること。 
また、ハンドブックのドラフトに関しては、多くのイラストが含まれており、理解がしやすいと

KEWI から評価を受けた。 

アウトプット１まとめ 
アウトプット１の達成のためには、3 つの WSP のパイロットプロジェクトが完了することと無収

水対策実施マニュアル無収水対策監督ガイドラインを作成することが必要である。  

中間レビューまでに、エンブ WSP のパイロットプロジェクトが計画通り完了し、同パイロットプ

ロジェクトの結果を反映した無収水対策実施マニュアル無収水対策監督ガイドライン（第 2 版）が作

成された。マニュアル及びガイドラインの内容に関しては、使用者や使用目的を明確にすることなど

が、改善を必要とする点として確認された。 

ナロック WSP 及びカプサベット WSP のパイロットプロジェクトに関しては、2012 年 9 月末に完

了する予定であるが、中間レビュー時点において無収水率の削減が明確には確認できなかった。両パ

イロットプロジェクトとも、パイロットプロジェクト終了までに、各プロジェクト地区において有効

な無収水率削減の方法を提示する予定である。その後は、無収水率の半減を目指し、日本人専門家の

モニタリング支援を受けながら、両 WSP が独自に予算調達をしてパイロットプロジェクトの実施を
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続ける予定である。 

アウトプット 2: 無収水管理基準が策定され、WASREB の WSB・WSP に対する無収水管理指導能力

が強化される。 

 
指標 2-1: 無収水管理基準が WASREB 理事会により承認され、WASREB により刊行される（2013 年
6 月まで） 
 
無収水管理基準は、アウトプット 1 で作成される無収水対策実施マニュアル及び無収水対策監督ガ

イドラインを合わせたものである。したがって、アウトプット 1 が計画通りに達成されれば、無収水

管理基準は 2013 年 6 月に WASREB 理事会で承認されるための準備が整うことになる。無収水管理

基準の刊行に関しては、WASREB 理事会で承認後数か月が必要であり、2013 年 9 月を刊行目標とす

ることが提案された。 

指標 2-2: WASREB により策定された無収水管理基準の普及計画（2013 年 6 月まで） 
 
無収水管理基準の普及計画に関しては、まだ作成作業が始まっていない。WASREB へのインタビ

ューによると、WASREB は、2013 年 4 月から無収水管理基準の普及計画を作成する予定である。一

方、無収水管理基準の普及は WASREB の 2013/14 年度の活動計画に入っており、同基準の普及計画

を 2013 年 6 月までに完成することが WASREB 内でも求められている。 

指標 2-3: WASREB により策定された人材育成基準（2012 年 9 月まで） 
 

WASREB は、中間レビュー時点で、人材育成基準のドラフトを作成済みである。人材育成基準の

最終版は、2012 年 9 月末までに完成する予定である。 

アウトプット 2 まとめ 
アウトプット 2 を達成するためには、無収水管理基準、無収水管理基準普及計画、及び人材育成基

準を作成することが必要である。 

中間レビューまでに、無収水管理基準を構成する無収水対策実施マニュアル及び無収水対策監督ガ

イドラインの第 2 版、人材育成基準のドラフトが作成された。WASREB は、2013 年 4 月から無収水

管理基準普及計画の作成を開始する予定である。 

WASREB から、指標 2-1 にある無収水管理基準の刊行目標年月を変更することが提案された。 

アウトプット 3: 無収水対策技術に関して KEWI の WSP に対する研修実施能力が強化される 

 
指標 3-1: 無収水対策技術及び教授法の研修の受講（KEWI の講師等 5 名） 
 
中間レビューまでに、無収水対策技術の一つである GIS 研修（2012 年 3 月）が開催された。教授

法の研修に関しては、2012 年 9 月 10 日から 5 日間の予定で開催されることが決定しており、5 名以

上の KEWI 講師が参加予定である。GIS 研修に関しては、2012 年 9 月に再度開催されることが予定

されている。 
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一方、KEWI 及び日本人専門家へのインタビューで、KEWI が効果的な無収水対策研修を行うため

には KEWI講師に対してより実践的な研修を行うことが必要であることが確認された。具体的には、

KEWI 講師を 1，2 週間パイロットプロジェクトサイトに滞在させ、無収水対策の OJT を実施するこ

とが提案された。 

指標 3-2: 改定された KEWI の提供する無収水対策技術のカリキュラム・シラバス・研修教材（2013
年 3 月） 
 
中間レビューまでに、無収水管理研修のためのカリキュラム案、シラバス案及び研修教材のドラフ

トが作成された7。KEWI によると、2013 年 1 月にパイロット研修を実施し、その結果を受けてカリ

キュラム、シラバス、研修教材を評価・改善した後、2013 年 3 月までに最終化する予定である。 

カリキュラム案に関しては、KEWI の無収水管理研修のターゲットであるエンジニア、技師レベル

に特化した内容に修正する必要があることが確認された。 

研修教材に関しては、講師用と生徒用のドラフトが作成された。講師用研修教材については、GIZ
のアフリカ地域向け水セクタープログラムである WAVE8で作成された無収水研修のための講師用教

材を参考に作成した。一方、生徒用研修教材は、本プロジェクトで作成される無収水対策実施マニュ

アル及び WAVE で作成された研修教材を参考にした。また、KEWI へのインタビューで、本プロジ

ェクトで作成される研修教材が WAVE で作成された研修教材に代わり KEWI の無収水管理研修の教

材になることが判明した。 

KEWI は、無収水管理研修とは別に GIS 研修を本プロジェクトの支援で立ち上げることを計画し、

GIS9に関する研修カリキュラム及びマニュアルも作成中である。しかし、以下の理由から GIS 研修

のニーズは低いと考えられ、無収水管理研修とは別に GIS 研修を立ち上げることの効果はあまりな

いと考えられる。 

 KEWI は、GIS に対する WSP のニーズを把握していない。 
 100 以上ある WSP のうち GIS を持つ WSP の数は 10 に満たず、近い将来に GIS 機材が広域的に

供給される計画もない。また、エンブ WSP のような GIS を有する WSP は KEWI より GIS の使

用経験を持っているため、KEWI からの研修を必要としていない。 
 
指標 3-3: KEWI の研修コースに参加した受講者の満足度（80%以上） 
 
本指標を達成するためには、KEWI の研修コースが参加者の満足を得るに十分な質を確保する必要

がある。そのため、KEWI は、2013 年 1 月のパイロット研修及びその後の評価が重要と考えている。 

また、KEWI へのインタビューで、WSP によっては KEWI よりも良い質の機材（例：漏水探知機）

を持っており、それが参加者の研修に対する不満足につながる可能性があることがわかった。この点

                                                        
7 研修教材案に関しては、口頭のみの確認で教材自体は確認できていない。 
8 WAVE と KEWI は、2007 年から 2010 年に 60 の WSP に対して水道事業の民営化を支援するための研修を 10 回以上

行った。無収水に関する研修もその一つで、主に商業的ロスへの対策を中心としていた。 
9 地理情報システム 
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に関して、本プロジェクトでは、KEWI に対し無収水管理研修のための機材を提供する予定であるこ

とが確認された。機材提供の際には、機材の保守管理のための研修も実施される予定であることが確

認された。 

指標 3-4: 策定された人材育成計画（2012 年 12 月まで） 
 
人材育成計画に関しては進捗が見られなかった。人材育成計画の策定に当たっては、WASREB の

人材育成基準を参考にする予定である。2012 年 12 月までに KEWI が人材育成計画を作成するために

は、WASREB が作成した人材育成基準案を早期に KEWI と共有することの必要性が確認された。 

アウトプット 3 まとめ 
アウトプット 3 のほとんどの活動はプロジェクトの後半に予定されており、中間レビュー時点では、

無収水管理研修のカリキュラム、シラバス及び研修教材のみに進捗があった。カリキュラムの内容に

関しては、研修のターゲットである WSP のエンジニア及び技師に合わせた内容に改善していく必要

があることが確認された。また、研修教材に関しては、本プロジェクトで作成を支援する研修教材が、

WAVE の研修教材に代わり KEWI の無収水管理研修用教材になることが確認された。また、無収水

管理研修とは別に GIS 研修を立ち上げることは、あまり効果的ではないことが確認された。 

KEWI 講師の能力強化に関しては、KEWI 及び日本人専門家へのインタビューで、実践的な無収水

管理研修を実施するために KEWI の講師をパイロットプロジェクトサイトに滞在させ、無収水対策

を実際に経験する重要性が確認された。 

指標に関して、KEWI 及び日本人専門家から「KEWI の無収水管理研修の修了者人数（80 名：各研

修生徒数 20 名。無収水対策研修 3 回及び GIS 研修 1 回）」を追加することが提案された10。 

アウトプット 4: WASREB により無収水管理基準が WSB と WSP に普及される 

 
指標 4-1: 全 WSB および WSP を対象とした無収水管理基準に係るセミナーの実施状況（2 回以上） 
 
無収水管理基準に関するセミナーに関しては、同基準完成後の 2013 年 6 月及び 2014 年 8 月に、

WASREB 及び JICA が協力して実施することが予定されている。一方、MWI、JICA 及び GIZ が共催

した 2 回の無収水管理セミナー、タナ WSB によるメルーWSP の無収水対策の事例を紹介するセミナ

ーなどが開催された。 

指標 4-2: 無収水管理基準の普及計画に基づき全 WSB で策定された無収水管理計画（2014 年 7 月ま

で） 
 

WASREB は、2013/14 年度の活動計画に無収水管理基準の普及を含めており、2014 年 7 月までに

全 WSB に無収水管理計画を作成させる計画である。また、指標 1-1 でも記載した通り、WASREB 及

び日本人専門家が、WSB 用無収水管理計画のひな型を作成している。 

指標 4-3: 給水協定（SPA）を締結済みの全 WSP から WASREB に対し、無収水管理基準に基づく報

                                                        
10 本報告書では、GIS 研修を無収水管理研修の一部に含めることを提案しており、目標人数は 60 名となる。 
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告が行われる。 
 

WSP が無収水に関するデータを WASREB へ報告する際には、「水分野情報管理システム

（WARIS）」が使用される。そのため、本指標を達成するためには、WARIS を無収水管理基準に沿っ

たシステムに変更する必要がある。WASREB によれば、2013 年 9 月までに WARIS を無収水管理基

準に沿ったシステムに変更する予定であり、同変更が行われれば、本指標は達成される。 

指標 4-4: WASREB 主催の全国 WSB 連絡会議・WSP 連絡会議において、無収水管理基準が取り上げ

られる（4 回以上） 
 

WASREB は、全 WSB を訪問し、それぞれの WSB 及びその傘下の WSP に対して無収水管理基準

の説明を行う予定である。また、2 か月に 1 度開催される水道事業体組織（WASPA）フォーラムで

管理基準を取り上げる予定である。 

アウトプット 4 まとめ 
本アウトプットのすべての活動はプロジェクトの後半に予定されている。したがって、中間レビュ

ー時点ではどの活動も開始していなかった。 

しかし、本アウトプットの達成に向けて以下の貢献要因が確認された。 

 WASREB が 2013/14 年度活動計画に無収水管理基準の普及活動を加えている。 
 日本人専門家が WASREB の無収水管理基準に係るセミナーを共催する予定である。 
 管理基準の説明に際し、WASPA フォーラムのような既存の仕組みを活用している。 
 中間レビュー時点で無収水管理に係る多くのセミナーが開催されている。 

4-3 プロジェクト目標 

プロジェクト目標: 全国の無収水削減対策の監督、実施、普及の体制が整備されると共に、無収水削

減能力が向上する11。 

 
指標 1: 給水協定（SPA）を締結済みの全 WSP から収集した無収水に関するデータが、WASREB に

よる年次報告書「IMPACT」の編纂に用いられる。 
 
本指標は、プロジェクト終了時にその達成を確認することができないため、プロジェクト目標を図

る指標として適切ではないと判断された。 

本指標に関しては、2011 年度の IMPACT において既に WSP からの無収水データが記載されている

ため、本指標における「無収水に関するデータ」及び「IMPACT」の定義を確認した。その結果、「無

収水に関するデータ」とは「無収水管理基準に基づいた無収水に関するデータ」を意味し、「IMPACT」
に関しては、無収水管理基準に基づいた無収水に関するデータが初めて反映される「IMPACT2014」
となることが明らかになった。しかし、「IMACT2014」は 2015 年 7 月から 9 月の間に刊行される予

定であり、本プロジェクト終了時に本指標の達成を確認することができないことが判明した。 

                                                        
11 プロジェクト目標の和文に関しては、英文通りに「ケニアの無収水削減対策における監督、実施、普及の体制が整

備され、強化される。」とすることを提案する。 
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指標 2: KEWI が人材育成計画に基づき無収水削減の研修を WSP に対して行う。 
 
本指標は、アウトプット 3 の活動 3-4 の言い換えとなっている。そのため、プロジェクト目標の指

標として適切でないと判断された。 

指標 3: 全 WSB において、無収水管理基準に基づいた無収水管理計画が作成される。 
 
本指標は、アウトプット 4 の指標 4-2 の言い換えとなっている。そのため、プロジェクト目標の指

標として適切でないと判断された。 

プロジェクト目標まとめ 
設定されていた 3 つの指標すべてがプロジェクト目標の指標として適切ではないと判断された。指

標 1 に関しては、プロジェクト終了時でその達成が測れない指標となっていたこと、指標 2、3 に関

してはアウトプットの活動・指標の言い換えとなっていたことが不適切と判断された理由である。プ

ロジェクト目標の指標に関しては、新しい適切な指標を設定することが必要である。プロジェクト関

係者へのインタビューから、次の 2 つの指標が提案された12。 

指標 1：エンブ、ナロック、カプサベットの 3 つの WSP が無収水管理計画の実施を開始する。 
 
指標 2：KEWI の無収水管理研修に参加した WSP が無収水管理計画の作成を開始する。 
 

4-4 上位目標 

上位目標: ケニア全国における無収水率が低減することにより水資源の有効利用が図られる。 

 

指標 1: ケニアの給水協定（SPA）を締結済みの全 WSP における無収水率が 2020 年までに 20 から

25％に減少する。 
 
中間レビュー時点では、本指標を達成するために必要な以下の活動を促進する対策がプロジェクト

に含まれていないため、上位目標が達成する見込みは低いと考えられる。 

i) 無収水管理基準に従った WSP による無収水管理計画の作成。 
ii) WSP による無収水削減計画の実施。 

 
無収水管理計画の作成に関しては、本プロジェクトは、WSB が WSP に対して無収水管理計画を作

成するよう指示することまでしか活動に含めていない。そのため、現時点では、プロジェクト終了後

                                                        
12 プロジェクト目標の改訂指標の設定においては、主に次の 3 つの改訂方針案がプロジェクト関係者へのインタビュ

ーであげられた。 
i)「WSP における無収水率の削減」に係る指標を設定する。 
ii) 上位目標、プロジェクト目標の指標のレベルを現在の PDM より下げて指標を設定する。 
iii) （i)、ii)で合意できない場合の妥協案として、）アウトプット-プロ目-上位目標のロジックをつなぐ指標を設定する。 
プロジェクト関係者との協議の結果、i)に関しては、本プロジェクトが、プロジェクト終了数か月前に WSB の無収水

管理計画が作成され、無収水率を削減するための対策実施（WSP の無集水管理計画実施）はプロジェクト終了後とい

うプロジェクトデザインであるため、プロジェクト目標に「無収水率の削減」を含めることはできない、ii)に関して

は、上位目標は WASREB の目標であり下げられないとの結論に至ったため、妥協案である iii)が、プロジェクト目標

の改訂指標案を設定する際の方針となった。 
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に、WSP が無収水管理基準に基づいて無収水管理計画を作成するシナリオが確認できない。 

無収水管理計画の実施に関しては、無収水管理計画の実施に必要な予算がプロジェクトの外部条件

に設定されている。現時点では、ほとんどの WSP は無収水管理計画を実施するための十分な収入を

得ていないため、プロジェクト終了後に WSP が無収水管理計画を実施するシナリオが確認できない。 

上位目標まとめ 
上位目標の達成見込みは、現時点では低いと考えられる。これは、上位目標を達成するために必要

な WSP による無収水管理計画の作成と実施を促進する対策をプロジェクトが含めていないことが理

由である。上位目標の達成見込みを高めるために、これらの対策をプロジェクト内に含めることが必

要である。 

4-5 活動 

プロジェクト内で実施された活動に関しては、別添 12 を参照されたい。2009 年 8 月 11 日に合意

した PO と比較すると、プロジェクトの開始は調達の遅れなどが原因で 11 か月遅れたものの、プロ

ジェクト開始後はほぼ計画通りに活動が実施されている。 

4-6 プロジェクトの実施プロセス 

コミュニケーション 
プロジェクト関係者へのインタビューから、日本人専門家とケニア側カウンターパート間のコミュ

ニケーションは円滑であることが分かった。その貢献要因として、日本人専門家がケニア側カウンタ

ーパートによく耳を傾けること、ケニア及び日本の事情に詳しいローカルコンサルタントが互いの理

解を助けていることが挙げられた。 

一方、中間レビュー調査団は、日本人専門家と KEWI 間のコミュニケーション強化の必要性を確

認した。無収水管理に係る講師用・生徒用研修教材、及び KEWI の研修内容が、本プロジェクトの

パイロットプロジェクトでの成果、WAVE の成果、または研修対象者のニーズを適切に反映したもの

となるためには、KEWI とのこれまで以上のコミュニケーションが必要となる。 

モニタリング 
中間レビューまでは、パイロットプロジェクトが実施されているサイトがプロジェクトの中心とな

っていたため、プロジェクトのモニタリングは主にパイロットプロジェクトのモニタリングとなって

いた。パイロットプロジェクトのモニタリングは定期的に行われている。例えば、エンブ WSP では

無収水率のデータを毎月モニタリングしている。そして、エンブ WSP では、定期的なモニタリング

が無収水率削減対策を迅速に取ることに貢献した。同様のモニタリングが他 2 つのパイロットプロジ

ェクトサイトでも実施されている。 

また、無収水対策実施マニュアル無収水対策監督ガイドラインに関する協議を行うために、プロジ

ェクト実施委員会（PIC）が設立された。PIC は、パイロットプロジェクトの結果の確認、マニュア

ル及びガイドラインを作成する上で重要な役割を担っている。 

一方、プロジェクト後半においては、パイロットプロジェクトの実施、マニュアル及びガイドライ
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ンの作成、無収水管理基準の作成及び普及、KEWI の研修と様々な活動が平行して実施されるため、

プロジェクト全体をモニタリングしていく必要がある。この点に関し、既に機能している PIC をモ

ニタリングのための仕組みとして活用することが可能である。 

ケニア側オーナーシップ 
ケニア側カウンターパートのオーナーシップは高い。中間レビューまでにケニア側カウンターパー

トによる以下の活動が確認された。 

 エンブ WSP はパイロットプロジェクトの実施にあたり、10 名のスタッフを配置し、その工事費

用を負担した。日本人専門家によると、エンブ WSP によるこれらの人的、資金的貢献がエンブ

WSP のパイロットプロジェクトでの成果達成に貢献した。 
 エンブ WSP においては、パイロットプロジェクトを模して、他の 2 つの地区で無収水対策を行

っている。エンブ WSP の独自のプロジェクト地区であるカンジュル地区では、無収水率が 48%
から 6%に削減された。 

 タナ WSB は、メルーでのケーススタディ調査に 2 名のフルタイムスタッフを配置し、その結果

をワークショップやセミナーを通じて他の WSP と共有している。 
 MWI は、無収水管理ワークショップを主催している。 
 ナロック WSP では、パイロットプロジェクトのカウンターパートがより積極的に無収水対策へ

の取り組みを始めたことが確認された。例えば、パイロットプロジェクト開始後、週に 1 度の漏

水検査を自主的に行うようになった。 





 

5-1 

第5章 5 項目評価 

5-1 妥当性 

本プロジェクトは、ケニア、日本の政策及びケニア側のニーズと整合性が取れている。 

ケニア及び日本の政策との整合性 
ケニアヴィジョン 2030 の第 1 次中間計画（2008-2012）は、水資源分野における主要課題の一つと

して水不足を挙げている。無収水率を下げるために既存の水供給システムを改善させることを水不足

対策の一つとして掲げている。 

国家水サービス戦略（2007-2015）は、水資源が守られ、定められた基準に従って維持されること、

排水が統制されたマナーで処理されること、水サービスの無収水率が 30%以上にならないことを目

指している。 

2012 年 4 月に策定された日本の対ケニア国別援助方針では、環境保全分野が優先支援分野の一つ

に定められており、水資源管理はその環境保全分野を構成する一分野である。JICA は、水資源の有

効な利用及び水供給率の改善を目指して、全国水資源マスタープランの作成、水供給インフラの建設、

無収水の削減に対して支援を行っている。 

ケニア側のニーズとの整合性 
ケニアでは、淡水の賦存量が 647m3であり、2025 年には 235m3になると推定されている。そのた

め、水資源を適切に管理することが求められている。「水資源の有効活用」を上位目標に持つ本プロ

ジェクトはケニア側のニーズと整合している。 

ケニア国の水セクターでは、水サービス衛生事業の独立採算性を達成することが目標の一つとなっ

ている。本プロジェクトの上位目標にある無収水率の削減は、経済的利益を WSP にもたらし、水サ

ービス衛生事業における独立採算性のレベルを向上させ得るため、ケニア側ニーズと整合している。 

プロジェクトデザインの適切性 
プロジェクト目標を達成するためのプロジェクトデザインの適切性は、現在の PDM の指標が不適

切であり、新しい指標を設定する必要があるため、判断することが難しい。 

また、4-4 で指摘した通り、既存の PDM では、プロジェクト目標と上位目標の間のロジックが不

明確である。プロジェクト目標と上位目標の間のロジックに関しては、指標の変更、上位目標の達成

を促進する対策の追加を通じて再検討される必要がある13。 

一方、他の地域での類似プロジェクトの経験から、本プロジェクトは、パイロットプロジェクト及

び OJT をプロジェクトデザインに含めている。これらによりプロジェクトは実際に無収水管理対策

の成果を見せることができ、技術移転及び全国普及をスムースに行うことが期待されるデザインとな

っている。 

                                                        
13 上位目標に関しては、かなり野心的な目標となっているが、ケニア側の政策レベルの目標であるため、上位目標は
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5-2 有効性 

プロジェクト目標の達成見込みは、現在の PDM の指標が、プロジェクト目標の達成を図る指標と

しては不適切と考えられるため、現時点で判断することは難しい。プロジェクト目標の達成のために

は、新しく指標を設定し、それらをモニタリングすることが必要である。

アウトプットがプロジェクト目標の達成に十分であるかとの問いに関しても、プロジェクト目標の

指標が不適切であることから判断は難しい。プロジェクト目標の新しい指標の設定の際には、アウト

プットとのロジックを考慮に入れることが重要である。

4-3 で提案された新しい指標は、アウトプットとのロジックが確認できる指標となっているため指

標として適切と思われる。

一方、ケニア側カウンターパートが、ケニア国内の無収水管理に対する関心を高めるために以下の

活動を行っており、これらの活動が、プロジェクトの成果達成に貢献すると考えられる。

 WSB がパイロットプロジェクトの成果を発表するセミナーを開催している。同セミナーが WSP
の無収水管理に対する興味を高めることに貢献してきた。

 MWI が主催して 2 回の無収水管理に関するセミナーを開催した。

 WASREB が、無収水対策へのインセンティブを高めるために、無収水対策に係る優秀な活動を

表彰する制度を 2011 年から採り入れた。2011 年は、メルーWSP が表彰された。

5-3 効率性 

本プロジェクトの効率性は、中間レビュー時点では高いと考えられる。

中間レビューまで、アウトプット達成のための活動はほぼ計画通りに実施され、アウトプットの達

成度合いも計画通りと考えられる。

プロジェクト関係者とのインタビューにおいて、アウトプットの達成度合いが計画通りとなった貢

献要因、また今後アウトプットの達成に貢献要因となるであろうこととして以下の点が挙げられた。 

 エンブ WSP が、パイロットプロジェクトにおいて人的・資金的に積極的に貢献したこと。

 無収水管理に関する KEWI 講師の知識が高いこと。

 WASREB が、無収水管理の普及のために積極的な活動を行っていること。

しかし、インタビューでは、アウトプットの達成を阻害する要因として以下の点も挙げられた。

 ナロック WSP のパイロットプロジェクトにおいて、給水量が不足していること、水道施設が古

いこと、資金が足りないこと。

 KEWI の無収水管理研修において研修実施費用の調達先が不明確であること。

ナロック WSP のパイロットプロジェクトの阻害要因のうち給水量の不足に関しては、LMB の採用

など阻害要因をヘッジする対策が取られているものの、水道施設及び資金に関しては WSB や DWO
からの調達を至急検討することが必要である。KEWI の研修実施費用に関しては、KEWI、日本人専

変更しなかった。
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門家及び中間レビュー調査団間の協議において、日本側が研修実施費用のうち WSP からの参加者の

費用及び KEWI の講師費用を除く研修実施費用を負担することで合意した。  

中間レビュー時点では、アウトプット 1 に係る活動が主な活動であり、アウトプット 2，3，4 に係

る主な活動はプロジェクト後半に予定されている。そのため、活動のアウトプットの達成への貢献を

確認することは難しい。アウトプット 1 に関しては、アウトプット 1 の活動、例えばエンブ WSP の
パイロットプロジェクト活動がアウトプット 1 の達成に一部貢献していることが確認された。 

プロジェクト関係者へのインタビューから、中間レビュー時点では、日本側及びケニア側からの投

入の量、質、タイミングは活動を実施するために概ね適切であったと考えられる。中間レビューまで

活動がほぼ計画通り実施されたことを考慮するとプロジェクト関係者の見解は正しいものと考えら

れる。

日本でのカウンターパート研修に関しては、研修参加者が、研修参加後、プロジェクト実施により

積極的に参加するようになったことが日本人専門家へのインタビューで確認された。また、タナ WSB
では知識の効率的な活用が確認された。タナ WSB では、過去に JICA が支援したメルーWSP の無収

水対策に参加した職員が本プロジェクトにおいてもメルーの無収水対策のケーススタディ調査の実

施に参加し、同調査の結果を発表するワークショップを開催した。

本プロジェクトは、他の日本の ODA プロジェクトと連携している。例えば本プロジェクトは、水

道設備を整備したカプサベット無償資金協力と連携し、水道事業の運営管理面で支援をしている。ま

た、カプサベット WSP のパイロットプロジェクトは、無償資金協力でカバーされていない給水管の

取り換えをパイロットプロジェクト地区で行っている。タナ WSB の無収水管理ユニットに派遣され

ている青年海外協力隊との連携も確認された。日本人専門家によると、青年海外協力隊によりタナ

WSB がより積極的に無収水削減へ取り組むようになってきている。 

本プロジェクトは、他ドナーの援助、特に GIZ と次の 3 点において連携している。1 点目に、本プ

ロジェクトは、MWI 及び GIZ と無収水管理に係るワークショップを 2 回開催した。2 点目に、本プ

ロジェクトは、GIZ が支援する WARIS に入力される無収水データの質の向上を支援している。3 点
目に、本プロジェクトは、無収水管理のための研修教材を作成する際に WAVE とも連携している。 

研修教材の作成に関しては、KEWI が、WAVE の研修教材の内容と本プロジェクトの成果を反映し

た無収水管理研修のための教材を作成する予定であるため、WAVE plus（2011-2014）14を担当する

KEWI 及び GIZ の職員と連携を強めることが必要である。なお、WAVE plus の研修は、水道事業の民

営化及び無収水管理に関する講師を各 WSP の内部に作り出すことを目的としており、本プロジェク

トが支援する KEWI の研修と補完関係にあるといえる。 

一方、GIZ は、ビクトリア湖北 WSB 及びビクトリア湖南 WSB の貧しい WSP の経営再建も支援し

ている。その中で、商業ロスへの対策を通じた無収水削減も支援している。本プロジェクトにおける

無収水管理基準の普及及び全国の WSP の無収水管理計画の実施をスムースなものにしていくため、

無収水管理基準に関しては、ケニアの WSP に対して無収水削減を支援している GIZ にも定期的に情

14 WAVE の後継プログラムである WAVE plus は、WSP の民営化及び無収水削減に関する講師を育成する研修を行っ

ている。支援の焦点は、主に WSP における内部研修環境の整備である。 
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報を共有していくことが必要である。

5-4 インパクト 

中間レビュー時点では、上位目標の達成に必要である WSP による無収水管理計画の作成及び実施

を促進する対策がプロジェクト内でとられていないため、上位目標が達成される見込みは低いと判断

する。上位目標の達成の可能性を高めるためには、プロジェクト内で上位目標の達成に貢献する対策

を含めることが必要である。

その他の正負のインパクトに関しては確認されなかった。

5-5 持続性 

政策面

本プロジェクトは、ケニアの政策面において持続性が高い。国家水サービス戦略（2007-2015）は、

2015 年までに無収水率を 30%以下にすることを目標としている。また、WASREB は、2020 年までに

無収水率を 20－25%にすることを目標としている。MWI へのインタビューでは、無収水はケニアの

水セクターの重要課題として引き続き位置づけられることが確認された。

組織、財務面

ケニアの水セクターの組織構造は、2010 年の新憲法に対応するために見直しが行われている。水

法 2012 は、2012 年中に議会で承認される見込みであるが、同法により新しい水セクターの組織構造

が明らかになる。本プロジェクトは、水法 2012 のプロジェクトに対する影響を確認し、必要であれ

ばプロジェクトに変更を加えることが求められる。一方、MWI へのインタビューで、水法 2012 と同

時に水セクター移行計画（2012 年‐）が作成されことが判明した。本計画によれば、水セクターの

組織構造は漸進的に移行される計画であり、水法 2012 により本プロジェクトの成果発現が阻害され

ることはないと考えられる。

一方、財務面に関しては、判断が難しい。まず、WSP の無収水管理計画実施に係る予算に関して

は、中間レビューで以下の情報を入手したが、財務面の持続性を判断するには情報が不十分である。 

 多くの WSP が無収水管理計画の実施のための十分な予算を持っていない。IMPACT 第 4 版によ

ると 2009/10 年に大規模、中規模の WSP の保守管理費の回収率15は 50%、小規模 WSP は 19%
であった。

 水道設備の開発、補修、交換は、WSB の責任で行われるが、WSB による WSP への相互補助金16
が、全 WSP による無収水管理計画実施に十分な金額であるか不明である。つまり、WSB が WSP
に配分する補助金額が明らかでなく（以下表参照）、また無収水管理計画実施に必要な費用もま

だ明らかになっていない。

 水サービス信託基金（WSTF）は、水が不足している地域に対して、水道設備建設などのための

資金を提供する基金であり、無収水対策にも同基金を活用することが可能である。2009/10 年度

15 保守管理費のうち収入で賄える割合。 
16 WSP の売り上げのうち、売り上げに応じて定められた一定の割合を WSB がライセンス費として回収し、小規模

WSP に配分するもの。 
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の同基金の予算は 5.92 億ケニアシリング（うち、約 50%は海外援助）であった。しかし、同基

金によって、水が不足している WSP の無収水管理計画の実施に必要な予算をどれだけカバーで

きるか不明である。 
 DWO は、年間 5 百万ケニアシリング以上の開発予算を持っており、無収水対策にも同予算の活

用が可能であるが、同予算で WSP が無収水管理計画を実施する予算をどれだけカバーできるか

不明である。 
 
プロジェクト関係者へのインタビューから、無収水管理計画の継続的な実施に関しては、まず比較

的予算のかからない商業的ロスに対する対策から始めることが現実的であることが分かった。また、

まとまった予算が必要な物理的ロスへの対策を含め、無収水管理計画を継続的に実施するためには、

WASREB の方針のとおり、規模が小さすぎて保守管理費を工面できない WSP は、それらの WSP で

統合するか、大規模 WSP に吸収されることが現実的であることが分かった。 

表: WSB の WSP への投資（2009/10 年） 

WSB WSP への投資 
（百万シリング） 

地方配管網への投資

（百万シリング） 
地方給水地への投資

（百万シリング） 
アティ データなし データなし データなし 
ビクトリア湖北 データなし データなし データなし 
ノーザン 30 45 30 
リフトバレー 654 55 148 
コースト 108 データなし データなし 
タナ 468 38 63 
ビクトリア湖南 337 169 167 
タナティ 80 273 300 
出典： IMPACT Issue 4 
 
一方、KEWI の無収水管理研修の財務面の持続性に関しても判断が難しい。まず、無収水管理研修

が持続するためには、MWI が同研修に対する十分な運営基金を配分し、KEWI が、MWI からの運営

基金を無収水管理研修に適切に配分することが必要である。しかし、中間レビュー時点では、MWI
からの無収水管理研修分を含んだ運営基金の配分は未確定である17。一方、リフトバレーWSB など

の WSB は、WSP との契約に研修費用として収入の 1%を割り当てることを求めており、これらの研

修費用が無収水管理研修に配分されれば、無収水管理研修の実施に貢献することが可能である18。 

技術面 
本プロジェクトの技術面における持続性は高い。 

日本人専門家及び KEWI へのインタビューによると、KEWI の講師は無収水管理研修を実施するた

めの概ね十分な知識及び講師力を持っている。本プロジェクトで実施される講師向け研修が KEWI
の講師の講師力を強化することが期待される。 

一方、KEWI は、技術面の強化及び持続のために、本プロジェクトに対し、研修用機材の整備、実

                                                        
17 KEWI の通常の研修の研修費用は、研修参加者からの受講料及び MWI から配分される運営基金で賄われている。 
18 ナロック WSP のような小規模 WSP においても、20 万円程度（2009/10 年度）が研修費用として確保される計算と

なる。KEWI によると、中間レビュー時点の研修カリキュラム案に沿った無収水管理研修の推定実施費用は、参加者

の宿泊費などを含め 100 万円程度であり、WSP の研修費用が研修実施費用の一部を賄える可能性がある。 
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地経験、他の国との勉強会などに係る支援を期待していることが確認された。 

また、ナロック WSP とのインタビューでは、WSP の技術面の持続性に関しては、無収水管理に関

する KEWI による研修を含めて継続的な WSP への技術支援が必要ということが分かった。 
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第6章 結論 

中間レビューまでの活動はほぼ計画通り実施された。アウトプットに関しては、パイロットプロジ

ェクトの実施、無収水対策実施マニュアル及び無収水対策監督ガイドライン（第 2 版）の作成など主

にアウトプット 1 で進捗があった。アウトプット 2，3、4 に関しては、ほとんどの活動がプロジェク

ト後半に予定されているため、アウトプット 2 の人材育成基準案の作成、KEWI 研修用のカリキュラ

ム、シラバス、教材案の作成以外には大きな進捗は見られなかった。 

パイロットプロジェクトに関しては、エンブ WSP で完了し、目標であるパイロットプロジェクト

地区における無収水率の半減を達成した。一方、ナロック WSP とカプサベット WSP のパイロット

プロジェクトでは、中間レビュー時点で明らかな無収水削減を達成していなかった。日本人専門家は

パイロットプロジェクト終了予定の 2012 月 9 月末までに、それぞれの地区で有効な無収水削減の方

法を提示する予定である。しかし、無収水率を半減するためには、各 WSP が、パイロットプロジェ

クト終了後も、日本人専門家のモニタリング支援を受けながら、パイロットプロジェクト地区におけ

る無収水対策を継続することが必要であり、そのための予算に関しては、WSP 自身が、自社収入、

WSB、WSTF、DWO などから確保することが求められている。 

中間レビュー時点での無収水対策実施マニュアル案及び無収水対策監督ガイドライン案、KEWI
の研修教材案に関しては、それぞれの使用者、使用目的などの明確化を含む改善が必要であることが

確認された。また、これらを作成する過程においては、無収水対策を含む WSP の経営再建を支援す

る GIZ 及び過去に KEWI での無収水対策研修を支援した WAVE とのさらなる連携が必要であること

が確認された。KEWI の研修カリキュラムに関しても、研修参加者のレベルに合わせた改善が必要で

あることが確認された。なお、KEWI が単独の研修立ち上げを予定していた GIS 研修に関しては、

KEWI へのインタビューから、GIS を持つ WSP における研修ニーズが低いことが分かった。 

プロジェクト目標の達成見込みは、評価に使用した PDM ver.2（tentative）におけるプロジェクト

目標の指標が適切でないと考えられるため、現時点では判断が難しい。適切な指標を新たに設定し、

定期的にモニタリングを実施することがプロジェクト目標の達成に必要である。 

上位目標の達成見込みは、現時点では低いと考えられる。上位目標を達成するために、プロジェク

ト終了後に WSP が無収水管理計画を作成、実施を促進するための対策をプロジェクト期間中に取る

ことが必要である。 

5 段階評価に関して、まず妥当性と効率性に関しては中間レビュー時点で高いと判断された。有効

性に関しては、現在の PDM のプロジェクト目標の指標が適切ではなく、新しい指標を設定する必要

があることから現時点で判断することは難しい。インパクトに関して、上位目標の達成見込みに関し

ては現時点では低い。WSP によって無収水管理計画が作成、実施されることを促進する対策を取る

ことが上位目標の達成見込みを向上させるために必要である。持続性に関して、政策面、技術面に関

しては高いと判断される。財務面に関しては、財務関連データを含む財務面の持続性を判断する情報

が現時点で入手不可能であるため判断が難しい。組織面に関しては、水法 2012 制定後に再度確認す

る必要があり、場合によってはプロジェクトに修正を加える必要がある。 
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第7章 提言等 

7-1 提言 

(1) パイロットプロジェクト 
ナロック WSP 及びカプサベット WSP のパイロットプロジェクトにおける無収水率目標の達成 
（対応：日本人専門家、WASREB、KEWI、ナロック WSP、カプサベット WSP） 
中間レビュー時点では、ナロック WSP とカプサベット WSP のパイロットプロジェクトは、明ら

かな無収水率の削減を見せていない。両パイロットプロジェクトは 2012 年 9 月末に終了する予定で

あり、日本人専門家、WASREB、KEWI、ナロック WSP 及びカプサベット WSP は、各パイロットプ

ロジェクトにおける有効な無収水削減の方法を提示する必要がある。また、ナロック WSP 及びカプ

サベット WSP は、無収水率半減のためにパイロットプロジェクトサイトで無収水対策を継続するこ

とが必要である。そのための資金に関しては自己調達が求められており、両 WSP は早急に WSB 及

び DWO と協議を始めることが必要である。 

(2) KEWI 無収水管理研修 
KEWI の研修能力強化（対応：KEWI、日本人専門家） 

KEWI が実践的な無収水管理研修を行うために、KEWI の講師が実践的な無収水管理を経験する機

会を持つことが必要である。パイロットプロジェクトが終了する前に KEWI の講師がパイロットプ

ロジェクト地区で OJT を受けられるよう至急検討すべきである。 

GIS 研修の無収水管理研修への組み入れ（対応: KEWI、日本人専門家） 
プロジェクト関係者とのインタビューから、GIS 研修のニーズは低いと考えられるため、無収水管

理研修コースとは別に GIS 研修を立ち上げることは効果的ではないと考えられる。GIS 研修は単独コ

ースとしてではなく、無収水管理研修コースの一部として組み入れることを提案する。 

KEWI 研修の財務面における持続性確保（対応: MWI、KEWI） 
KEWI による無収水管理研修継続のために、MWI は十分な（研修）運営基金を KEWI に配分する

必要がある。また、KEWI は、MWI の運営基金を無収水管理研修に優先的に配分する必要がある。  

(3) プロジェクト管理 
GIZ、WAVE との連携強化（対応: WASREB, KEWI、日本人専門家） 

KEWI は、無収水管理研修の研修教材を作成するにあたり、WAVE との連携をさらに強める必要が

ある。また、GIZ は、WSP の経営再建支援の一部として無収水削減を支援している。本プロジェク

トが支援する無収水管理基準の全国普及及び無収水管理計画の作成、実施がスムースに展開するよう

に無収水管理基準の作成においては GIZ に定期的に情報共有を行うことが必要である。 

上位目標の達成見込みの向上（対応: 全員） 
上位目標を達成するためには、プロジェクト終了後に全国の WSP が無収水削減計画を作成し、実

施する必要があるため、それらを促進するための対策をプロジェクトに含めることが必要である。  

まず、無収水管理計画の作成を促進する対策としては次の対策が考えられる。 
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 4-3 で記載した指標 2 をプロジェクト目標の指標に含める。それにより、本プロジェクトの成果

がプロジェクト終了後に継続すれば、WSP が無収水管理計画を作成するロジックを明確にする。 
 WSB と WSP 間の給水協定に無収水管理計画を含めるように契約修正することで、WSP に無収

水管理計画の作成を義務付ける。  
 無収水対策実施マニュアルに無収水管理計画のひな型を加えることで、WSP が無収水管理計画

を作成しやすい環境を作る。  
 パイロットプロジェクトの経験、無収水削減により WSP が得た経済的利益の発表を継続するこ

とで、WSP に無収水管理計画の重要性を理解させる。 
 
次に、WSP による無収水削減計画の実施を促進する対策として次の対策が考えられる。 

 必要な予算が比較的少ない商業的ロスへの対策から無収水管理計画を実施する。WASREB によ

れば、商業的ロスへの対策を実施することで、ケニアでは無収水率を大幅に削減できる。 
 MWI 及び WSB が、WSP の商業的ロス及び物理的ロスへの対策を含む無収水対策を実施するた

めの適切な予算を配分する。 
 パイロットプロジェクトの経験、無収水削減により WSP が得た経済的利益の発表を継続するこ

とで、十分ではないにしろ WSP が無収水対策へ投資することを促す。 
 
水法 2012 制定後のプロジェクトのレビュー (対応： MWI、WASREB、日本人専門家) 
水法 2012 は、2012 年末までに制定される予定である。MWI、WASREB、日本人専門家は、水法

2012 制定後に同法が本プロジェクト、特に本プロジェクトが活用する水セクターの組織構造への影

響を確認し、プロジェクトの成果発現に負の影響が出ることを避けるため、場合によってはプロジェ

クトに変更を加える必要がある。 

モニタリングの強化 (対応: 全員、特に MWI、日本人専門家) 
プロジェクト後半では、パイロットプロジェクト、無収水対策実施マニュアル・ガイドライン、無

収水管理基準の作成・普及、KEWI の無収水管理研修と様々な活動が平行して実施される。すべての

活動が計画通りに実施されるよう PIC をプロジェクト全体をモニタリングする会合として活用し、

各活動の進捗を定期的に報告させることを提案する。 

(4) ドキュメントの質の向上 
マニュアル・ガイドライン、KEWI の研修教材の質の向上（対応: WASREB、 KEWI、 日本人専門家) 
無収水対策実施マニュアル・ガイドライン及び KEWI の研修教材の質を改善する必要がある。特

に各ドキュメントの使用者、使用目的などについて共通した理解を持つために別添 14 の表をまとめ

た。 

7-2 PDM の変更 

中間レビューの結果、今後のより良いプロジェクト実施のために PDM変更の必要性が確認された。

7-1 に記載の提言を踏まえ、中間レビュー調査団により主に以下の変更が提案された。変更点の詳細

は別添 13 を参照されたい。 
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i) プロジェクト目標に新しい指標を追加。 
 プロジェクト終了時に達成度が図れる指標を設定するため 
 上位目標の達成見込みの向上を目指し、無収水削減計画の作成・実施を促進するため 

ii) アウトプット 2 の指標内の達成目標年月の変更。 
iii) アウトプット 3 に新しい指標を追加。 
iv) 本プロジェクトで作成される「無収水対策実施マニュアル及び無収水対策監督ガイドライン、

無収水管理基準、無収水管理研修」を「無収水削減マニュアル及びガイドライン、無収水削

減基準、無収水削減研修」に変更する。 
 
中間レビュー調査の報告を行った合同調整委員会において、合同レビュー調査団の提案どおり

PDM を変更することが承認された。合同調整員会の協議議事録及び承認された PDM Ver.2 及び PO 
Ver.2 は別添 16 を参照。 

7-3 団長所感 

(1) 本案件は非常に野心的なプロジェクトである。まず、セクター改革が進行中である、次に対象と

する水道事業体の規模、経営状態にも幅があるため、専門家チームの対応も難しい。第三に、当

国の水セクターは三層構造になっており、それぞれの層の機関との協力に加えて、第四に研修機

関である KEWI が存在し、これも協力対象としていて、協力期間終了までには全国展開への足

掛かりを作ることが求められていることなどである。 
 
(2) 日本人専門家は制約のある中で活動を続けられ、成果を得てきた。プロジェクト後半では KEWI

との共同作業が増え、教材作成への支援・ブラッシュアップなどが増える。しかしながら KEWI
は、本プロジェクトの意義を十分に理解しているようには見えない。今後、KEWI の反応が鈍い

と感じられる際には専門家チームだけではなく、JICA 事務所の支援を得て、KEWI へ圧力をか

けるなど、同機関の積極的な関与を求め、当事者意識を持たせる必要がある。 
 
(3) KEWI では GIS に特化した研修コースへの支援を求められた。しかしながら KEWI の構想は、

将来の GIS 導入に備え、KEWI 内に複数の設備を用意し、人材（GIS オペレイターと講師）を養

成しておきたい、ということである。現時点では資金源を含め、導入を検討している事業体名を、

KEWI は上げることができず、案自体も専門家チームと詳細に検討したものではないと判明した。

具体的な必要性がない以上、検討にも値しないと思え、本プロジェクトでの協力はできない旨を

伝えた。提示された供与機材リストも種類、数量ともに多く、本プロジェクトに必要なというよ

り、KEWI の機材整備を念頭に置いたのではないかと思えた。 

 
(4) 専門家チームの強調する GIS の重要性を、小職は否定するものではなく、将来はどの水道事業

体も導入していくべきであると考えるが、果たして KEWI で研修させることが正しい方向性な

のであろうか。研修のために機材を整備し、操作方法を教えることは KEWI にも可能であろう。

しかし本邦事業体と異なり、正確な管路図や整備された顧客台帳といった基礎データを欠く事業

体がほとんどである途上国では、これらのデータ収集と電子化、さらには電子化されたデータの
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現場での検証などの地道な作業が多量であり、重要な意味を持つ。このような研修を KEWI の
教室で行うには限界があり、本来は個々の事業体の現場で行うべきではないか。国にも、事業体

にも独自で GIS を導入する資金力はなく、KEWI も「外国からの資金を利用して GIS を導入す

る時に」人材が必要になる、と発言していた。GIS 導入が決定した時点で、データ収集・電子化

作業と合わせて担当者の訓練を行っても「泥縄」にはならないと考える。 
 
(5) 毎回のことだが、ケニア側は報告書の表現に拘るために協議に時間を要した。最初は 1 行ずつ読

みながら出席者のコメントを求めていたので進度は非常に遅かった。長時間をかけても完了する

見込みがなかったため、事務所員の指摘もあり、途中から当方が調査の方法、事実、結論と勧告

の概略を説明し、その場で相手側の意見や修正提案を聞きとった。その後、相手側に報告書 reader
（修正作業担当者）を一人指名してもらい、その reader と相対で、合意した内容を変えることな

く記述に手を入れた。協議を効率的に進める手法として今後参考にしたい。 
 
(6) 相手機関の和文名称の変更を提案したい。現在使用されている名称は元の英文名称の直訳であり、

「名が体を表」していない。 
 

 英文名称 現名称 改名案 
1) Water Services Reguratory Board 水サービス規制委員会 水道事業監督本局 
2) Water Services Board 水サービス委員会 水道事業監督地域局 
3) Water Services Provider 水サービス事業体 水道事業体 
4) Kenya Water Institute ケニア水研究所 ケニア水道研修所 

 
1）は本邦では厚生労働省水道課に該当する。「委員会」では外部の専門家によって政策を検

討するといった、暗黙の理解につながり、誤解される。 
2）は日本では直接該当する政府組織はないと思われる。管轄が地域ごとに分かれているので

上記の名称を提案したい。 
3）は明らかに上下水道、あるいは上水道と衛生施設を扱っており、本邦自治体の上下水道事

業体にほぼ等しい。 
4）のパンフレットを見ると「研究」よりも「研修」の比重が非常に大きいため、研修所が妥

当と考える。 



別添 1. 調査日程 
 
日付 曜日 活動 

8月 19日 日 （評価分析団員）東京→ 
20 日 月 →ナイロビ 

21 日 火 
JICA ケニア事務所打合せ 
水灌漑省との協議、WASREB との協議 
関係者へのインタビュー 

22 日 水 関係者へのインタビュー 
23 日 木 関係者へのインタビュー 
24 日 金 関係者へのインタビュー 

25 日 土 レビュー報告書作成 
（JICA 団員）東京→ 

26 日 日 
レビュー報告書作成 
（JICA 団員）→ナイロビ 
団内打合せ 

27 日 月 
JICA ケニア事務所打合せ 
水灌漑省との協議、WASREB との協議、GIZとの協議、KEWIとの協
議、GIZ及び KEWIとの協議 

28 日 火 

ナイロビ→ナロック 
リフトバレーWSB及びナロック WSP との協議 
関係者へのインタビュー 
パイロットプロジェクトサイトの視察 

29 日 水 
関係者へのインタビュー 
パイロットプロジェクトサイトの視察 
リフトバレーWSB及びナロック WSP との協議 

30 日 木 ナロック→エンブ 
レビュー報告書作成 

31 日 金 
タナWSB 及びエンブWSP との協議 
関係者へのインタビュー 
パイロットプロジェクトサイトの視察 

9月 1日 土 エンブ → ナイロビ 
レビュー報告書作成 

2 日 日 レビュー報告書作成 
関係者へのインタビュー 

3 日 月 専門家チームとの打合せ 
水灌漑省、WASREB、KEWIとのレビュー結果協議 

4 日 火 水灌漑省、WASREB、KEWIとのレビュー結果協議、ミニッツ協議 

5 日 水 ミニッツ作成 
専門家チームとの打合せ 

6 日 木 JCCでのレビュー結果の報告・了承、議事録署名 
大使館報告 

7 日 金 ナイロビ→ 
8 日 土 →東京 
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別添 2. インタビュー・質問票対象者 
 
No. 組織 名前 役職・担当 

1 日本人専門家 上田茂 総括/無収水管理 A 

小池奎之輔 
研修管理/業務調整 A/ 

無収水管理補助/総括補佐 

山崎章三 総括補佐/無収水管理 

高橋順一 
施設管理/ 

無収水対策実施監理 A 

小池尚人 
施設管理/ 

無収水対策実施監理 B 

諏訪部一美 情報管理/顧客管理 

五十嵐大樹 
業務調整 B/ 

無収水管理補助 

2 MWI Eng. Peter O Mangiti 局長（土地造成） 

ユニット長（ドナー協調） 

Eng. Gatere Kuria 副局長（水サービス局） 

3 WASREB Eng. Robert N. Gakubia CEO 

Eng. Peter Njaggah 課長（規制サービス課） 

4 Tana WSB Mr. John N. Mbogori 技術サービス課長 

Mr. Morris Kiruja 無収水管理担当 

5 Embu WSP Eng. H.M.Karugendo 社長 

Eng. Michael K.Ireri 技術課長 

Eng. Joseph I. Maina 無収水チームリーダー 

6 Rift Valley WSB Ms. Lucy Mburu 監理担当長 

7 Narok WSP Mr. Wilson L. Pere 社長 

Mr. Davies Tarkash 監理担当長 

8 Lake Victoria 

North WSB 

Mr. Issac Ruto 技術課長 

9 Kapsabet WSP Mr. Peter Wauire 社長 

Mr. Gilbert Rotich 技術課長 

10 KEWI Mr. Geoffrey Magondu 講師 

Mr. Frederick Muriithi 講師 

Mr. Alfred J. Kirubi WAVE 担当/講師 

11 GIZ Mr. Ronald Werchota 水セクター改革担当課長 

Ms. Alice Amayo WAVE 担当 
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別添 3. PDM ver2（暫定版） 
 ミニッツ添付の合同レビュー報告書の ANNEX.3 参照。 

 
別添 4. P.O（R/D時） 
 ミニッツ添付の合同レビュー報告書の ANNEX.4 参照。 

 
別添 5. PDM ver.1 から PDM ver.2（暫定版）への変更点 
 ミニッツ添付の合同レビュー報告書の ANNEX.5 参照。 

 
別添 6. PO ver. 2（暫定版） 
 ミニッツ添付の合同レビュー報告書の ANNEX.6 参照。 

 

別添 7 日本人専門家 
 

 計画 実績 
No
. 

名前 担当 人月 
（中間レビ
ュー時点） 

名前 担当 人月 
（中間レビ
ュー時点） 

1 
上田茂 総括/無収水

管理 A 13.5 上田茂 総括/無収水
管理 A 11.5 

2 
山崎章三 総括補佐/無

収水管理 2.5 山崎章三 総括補佐/無
収水管理 2.5 

3 
高橋順一 

施設管理/ 
無収水対策
実施監理 A 

14 高橋順一 
施設管理/ 
無収水対策
実施監理 A 

15 

4 
小池尚人 

施設管理/ 
無収水対策
実施監理 B 

9 小池尚人 
施設管理/ 
無収水対策
実施監理 B 

9 

5 
諏訪部一美 情報管理/顧

客管理 4.5 諏訪部一美 情報管理/顧
客管理 6 

6 

小池奎之輔 

研修管理/業
務調整 A/ 
無収水管理
補助/総括補
佐 

7.5 小池奎之輔 

研修管理/業
務調整 A/ 
無収水管理
補助/総括補
佐 

8.5 

7 
菊地正行 漏水モニタ

リング 3 菊地正行 漏水モニタ
リング 4 

8 
向中野勇一 

業務調整 B/ 
無収水管理
補助 

4 向中野勇一 
業務調整 B/ 
無収水管理
補助 

2 

9 
清水渉 

施設管理/ 
無収水対策
実施監理 C 

3 清水渉 
施設管理/ 
無収水対策
実施監理 C 

3 

10 
五十嵐大樹 

業務調整 B/ 
無収水管理
補助 

0 五十嵐大樹 
業務調整 B/ 
無収水管理
補助 

2 

 合計 61.0 合計 63.5 
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別添 8. カウンターパート研修 
研修コース 機関 参加者 組織 

無収水管理 2011年 10月 15日―

2011年 10月 30日 

Peter Njaggah WASREB 

Fredrick Muriithi 

Waweru 

KEWI 

Morris Muteti Kirunja タナ WSB 

Christopher Bwire ビクトリア湖北 

WSB 

Lucy Wangari Mburu リフトバレー WSB 

 

別添 9. 日本側現地活動経費（円） 
 1年次 

（2010年 9月－2011

年 5月） 

2年次 

（2011年 6月―2012

年 5月） 

合計 

現地スタッフ雇用 4,183,756 7,510,479 11,694,235 

機材保守管理費 27,784 368,478 396,262 

消耗品 15,157 21,463 36,620 

旅費 198,176 733,052 931,228 

通信費 133,094 23,239 156,333 

現地研修 718,476 527,441 1,245,917 

その他 730,620 212,598 943,218 

合計 6,007,063 9,396,570 15,403,813 

 

別添 10. 日本側提供機材 
 1年次 （2010年 9月―2011年 5月） 2年次 （2011年 6－2012年 5月） 

No. 機材 量 機材 量 
1 Distance water meter 200 Domestic water meter（15mm） 450 
2 Bulk Meter（6.3 mm） 1 Bulk Meter（50mm） 5 
3 Bulk Meter（90mm） 1 Bulk Meter（63mm） 5 
4 Gate valve（Zoning Valve for 

Repair）（6.3mm） 
1 

Bulk Meter（75mm） 
3 

5 Gate valve（Zoning Valve for 
Repair）（90mm） 

1 
Bulk Meter（90mm） 

7 

6 Gate valve（Zoning Valve for 
Repair）（150mm） 

1 
Bulk Meter（100mm） 

2 

7 Gate valve（for Section Valve） 
（25 mm） 

10 
PRV（32mm） 

7 

8 Gate valve（for Section Valve） 
（50 mm） 

10 PRV（50mm） 9 
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9 Gate valve（for Section Valve） 
（63 mm） 

5 PRV（63mm） 8 

10 Gate valve（for Section Valve） 
（90 mm） 

2 PRV（90mm） 6 

11 Gate valve（for Section Valve） 
（63 mm）2 

15 PRV（160mm） 2 

12 （1）Drain Valve（S2addle clamp 
160 mm-63mm） 

2 
Gate Valve（50mm） 

1 

 （2）Drain Valve（Saddle clamp 
90 mm-32mm） 

2 
Gate Valve（63mm） 

26 

 （3）Drain Valve（Galvanized 
nipple 25mm） 

1 
Gate Valve（75mm） 

 

 （4）Drain Valve（Galvanized 
nipple 32mm） 

2 
Gate Valve（90mm） 

6- 

 （5）Drain Valve（Gate Valve PN 
16-25mm） 

1 
Gate Valve（160mm） 

3 

 （6）Drain Valve （Gate Valve PN 
16-32mm） 

2 
（a-1）Drain Valve（25mm） 

4 

13 Air Valve（63mm） 3 （a-2）Drain Valve（32mm） 4 
 Butterfly Valve 3 （b）Saddle Clump （50mm） 4 

14 Substitution Main Pipe 63mm 204 （c）Saddle Clump （90mm） 4 
15 Substitution Main Pipe 20mm 300 （d）PVC’s Reducing Nipple 

（25mm） 
4 

16 Substitution Main Pipe  200 （e）PVC’s Reducing Nipple 
（32mm） 

4 

17 Pressure Reducing Valve 
（50mm） 

4 
Air Valve（25mm） 

4 

18 Pressure Reducing Valve 
（63mm） 

1 
Air Valve（32mm） 

8 

19 Pressure Reducing Valve 
（90mm） 

1 
Air Valve（50mm） 

12 

20 Portable Ultrasonic Flow Meter 1 Gate Valve（20mm）  
21 Pressure Data Logger 5 Gate Valve（25mm） 55 
22 Communication Data Logger 1 Gate Valve（32mm） 10 
23 Electronic Type Water Meter 1 Gate Valve（40mm）  
24 Walking Measures Wheel 1 Gate Valve（50mm） 10 
25 Water Leak Detector 1 Gate Valve（63mm） 5 
26 Listening Stick 3 Gate Valve（90mm） 5 
27 Geo Explorer 2008 Geo XT 

Handheld GPS 
1 Main pipe for replacement

（50mm） 
1,150 

28 Arc Pad Install Pack 1 Main pipe for replacement
（63mm） 

2,000 

29 GIS Arc. Info. 1 Main pipe for replacement
（75mm） 

 

36 Vehicle 4x4 1 Main pipe for replacement
（90mm） 

500 

37 PC 2 Service pipe for replacement
（20mm） 

1,000 
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38   Service pipe for replacement
（25mm） 

1,100 

39   Service pipe for replacement
（32mm） 

500 

40   Service pipe for replacement
（40mm） 

500 

 

別添 11. ケニア側カウンターパート 
No. 組織 名前 役職 

1 MWI Eng. Peter O Mangiti 局長（土地造成） 

ユニット長（ドナー協調） 

Eng. Gatere Kuria 副局長（水サービス局） 

2 WASREB 

 

Eng. Robert N. Gakubia CEO 

Eng. Peter Njaggah 課長（規制サービス課） 

3 Tana WSB Mr. Morris Kiruja 無収水管理担当 

4 Embu WSP Eng. H.M.Karugendo 社長 

Eng. Michael K. Ireri 技術課長 

Eng. Joseph I. Maina 無収水チームリーダー 

5 Rift Valley WSB Ms. Rachel Makokh 技術課長 

6 Narok WSP Mr. Wilson L. Pere 社長 

Mr. Davies Takash 監理担当長 

7 Lake Victoria North WSB Mr. Issac Ruto 技術課長 

8 Kapsabet WSP Mr. Peter Wauire 社長 

Mr. Gilbert Rotich 技術課長 

9 KEWI Mr. Geoffrey Magondu 講師 

Mr. Frederick Muriithi 講師 
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別添 12. 活動リスト 
No. 活動（計画） 実績（計画） 

ア ウ ト

プ ッ ト

１ 

アウトプット１．パイロットプロジェクトを行う WSB/WSP での無収水対策の実施を通じ、無収水対策実施マニュアル、無収水対策監督ガイド

ラインを作成する。 

1-1 タナ WSB において、WASREB、KEWI、タナ

WSB、エンブ WSP が一体となってプロジェク

トチームを結成し、メルー市における無収水率

削減のプロセスを踏まえてタナ WSB 及びエン

ブ WSP における無収水対策計画を作成する。

●2010 年 9 月 24 日の第 1 回 JCC 会議において、プロジェクトチームを結成した。 
●2010 年 10 月―11 月にメルー市における無収水対策のケーススタディを実施、その結果を基に

無収水対策実施マニュアル（Ver.1）及び無収水対策監督ガイドライン（Ver.1）を作成した。 
●2010 年 10 月-11 月にエンブ WSP のパイロットプロジェクト地区の選定（ブルーバレー地区）、

実施計画の策定、必要資機材の数量計算、コスト積算、資機材の調達を実施した。工事費はエン

ブ WSP が負担した。 
●パイロットプロジェクトの無収水対策計画（実施活動及びスケジュール）を作成した。 
●エンブ WSP の無収水対策計画は 2012 年 9 月に完成予定。 

1-2 プロジェクトチームがエンブ WSP 職員に対し

て、無収水対策に必要な基本技術の研修及びパ

イロットプロジェクトサイトにおける実地訓

練（OJT）を行う。 

●2010 年 10 月、JICA 専門家総括より、エンブ WSP に対して、無収水管理概論、パイロット活動

の実施手順、及びその活動によって変化することに関して研修を実施した。 
●2010 年 11 月、無収水管理実施監理専門家より、パイロットプロジェクトの活動内容と期待する

効果についての研修を行った。 
●2010 年 12 月に、GIS 専門家により GIS データベース作成の基礎技術研修が行われた。 
●無収水対策実施監理専門家より管網解析の研修が行われた。 
●2011 年 2 月よりエンブのパイロットプロジェクトが開始された。 
●2011 年 11 月にエンブのパイロットプロジェクトが完了した。結果、無収水率が 66％（61％？）

から 18％に削減された。（EmbuWSP の資金的・人的協力が達成のカギ） 
●2012 年 1 月時点の無収水率は 25％。水道メータ読み間違いが原因。すぐに対応し、2 月には 17％
になった。 
●2011 年 4 月、第 1 回エンブ WSP 社内ワークショップ「NRW マネジメント研修」が開催された。

すべての関係部署から 22 名の参加を得て、各部門から無収水削減対策が発表された。 
●Embu は、給水管 18Km の新設の予算をとり、また Kanjuru 地区、低収入の Dallas 地区でパイロ

ットプロジェクトと同様のプロジェクトを実施している。 

1-3 プロジェクトチームが実施結果に基づき、「無

収水対策実施マニュアル」及び「無収水対策監

●2010 年 10 月―11 月にメルー市における無収水対策のケーススタディを実施、その結果を基に

無収水対策実施マニュアル（Ver.1）及び無収水対策監督ガイドライン（Ver.1）を作成した。 
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督ガイドライン」を作成する。 ●2011 年 9 月、プロジェクト実施委員会（PIC）により無収水対策実施マニュアルの構成が協議

され、マニュアルは理論とケーススタディの 2 部構成とすることが確認された。また、KEWI、
WASREB、JICA 専門家によって作成されることが確認された。 
●2011 年 11 月、EmbuWSP のパイロットプロジェクトを踏まえた無収水対策実施マニュアル

（Ver.2）と無収水対策監督ガイドライン（Ver.2）が作成された。 
●Ver. 2 は小さい WSP には実施が難しい内容となっている。より簡易なバージョンの作成を検討

するよう JICA ミッションよりコメントあり（2012 年 2 月）。 

1-4 ビクトリア湖北 WSB（又はリフトバレーWSB）
において、WASREB、KEWI、ビクトリア湖北

WSB、カプサベット WSP（またはリフトバレ

ーWSB 及びナロック WSP）が一体となってプ

ロジェクトチームを結成し、1-3.で作成したマ

ニュアルに基づき、ビクトリア湖北 WSB とカ

プサベット WSP、及びリフトバレーWSB とナ

ロック WSP における無収水対策計画の作成、

WSP 職員の指標、無収水対策の活動を実施す

る。 

a）ビクトリア湖北 WSB、カプサベット WSP 
●2011 年 11 月に、カプサベット WSP のパイロットプロジェクトの準備調査が開始された。 
●無償資金協力とのソフトコンポーネントの連携。 
●カプサベット WSP のパイロットプロジェクトの準備調査は 2012 年 8 月まで実施予定。 
●プロジェクトの開始は 2012 年 7 月。 
●完了予定は、2012 年 9 月。 
●2012 年 2 月にパイロット地区決定。 
●水道メーターテスト OJT が開催された。 
 

b）リフトバレーWSB、ナロック WSP 
●2011 年 2 月にナロック WSP のパイロットプロジェクトの現場視察が行われた。 
●2011 年 3 月に基本情報調査を行った。管路図の作成、管路情報収集、水道メータ台帳、検針水

道使用料の整理、KIOSK を含めた使用水量などを取りまとめた。 
●2011 年 4 月、Majengo 地区をパイロット地区と決定した。 
●2011 年 11 月にパイロットプロジェクトが開始された。 
●2011 年 12 月にナロック WSP への OJT がエンブ WSP の支援を受け実施された。 
●ナロック WSP のパイロットプロジェクトは 2012 年 9 月に完了予定。 

1-5 プロジェクトチームが、1-4 の結果に基づき無

収水対策実施マニュアル、無収水対策監督ガイ

ドラインを改定する。 

●ナロック、カプサベット WSP パイロットプロジェクト完了後実施。 
●2013 年 5 月までに完成。 

2 無収水管理基準を策定し、WASREB の WSB/WSP に対する無収水管理指導能力を強化する。 

2-1 WASREB が無収水削減対策に関するモニタリ ●WASREB が WSP 水道事業モニタリングのために構築している WARIS 業績指標 64 項目のうち、
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ング体制を改善し、WSB 及び WSP を指導す

る。 
無収水削減管理に関する 15 項目を業務指標として選定し、メルーWSP の情報を精査し指標値を

求め、その結果を無収水対策監督ガイドライン（Ver.1）に含めた。本プロジェクトでは WARIS
の無収水データの質の向上を目指す。 

2-2 WASREB が、1-5 で改訂した無収水対策実施マ

ニュアル及び無収水対策監督ガイドラインを

参考に、全国レベルで統一的に実施される無収

水管理基準（案）を作成する。（指標２－１）

●2013 年 6 月に予定。 

2-3 関係者の調査の後、WASREB 理事会が無収水

管理基準（案）を承認する。（指標２－１） 
●2013 年 6 月に予定。 

2-4 WASREB が 2-3.で承認された無収水管理基準

の普及計画を作成する。（指標２－２） 
●2013 年 3 月に完成予定。 

2-5 WASREB が人材育成基準を作成する。 ●人材育成基準案は作成済み。 
●2012 年 9 月に完成予定。 

3 無収水技術に関する KEWI の WSP に対する研修実施能力を強化する。 

3-1 KEWI 講師を対象とした無収水対策技術研修

（OJT 含む）及び教授法に関する研修を実施す

る。 

●研修コースを検討するスタッフ 5 名を配置。 
●JICA 専門家による GIS 研修を 2012 年 3 月に開催済み。 
●教授法に関しては、2012 年 9 月に実施予定。 

3-2 パイロットプロジェクトサイトでの活動を通

じ作成された無収水対策実施マニュアルを基

に、研修計画の作成及び既存のカリキュラム・

シラバス・研修教材の改訂を行う。 

●2011 年 11 月の第 2 回無収水管理ワークショップにおいて無収水管理研修コースの概要が KEWI
により発表された。 
●カリキュラム・シラバス・研修教材は開発中（2013 年 3 月まで）。 

●パイロット研修を 2013 年 1 月に実施、それを受けてカリキュラム、シラバス及び研修教材を改

定、2013 年 3 月までに最終化する。 

3-3 3-2.で改定された研修を実施し、研修結果を評

価する。 
●研修は、2013 年 5，6 月に開始予定。 

●プロジェクトは、研修の実施費用を負担する予定。 
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3-4 KEWI が人材育成基準に沿った人材育成計画

を作成し、改定された研修を全国の WSP に実

施する。 

●人材育成計画は、WASREB の人材育成基準を参考に 2012 年 12 月までに作成予定。 

4 WASREB が無収水管理基準を全国の WSB と WSP に普及させる。 

4-1 WASREB が全 WSB、及び WSP に対し無収水

管理基準に関するセミナーを開催する。 
●2011 年 2 月、11 月に、MWI 主催（GIZ、JICA 共催）で無収水管理ワークショップが開催され

た。 

●エンブパイロットプロジェクト視察が数回実施される。 

4-2 WASREB が、全 WSP に対し、全 WSB 及び全

WSP が無収水管理計画を作成するよう通達を

出す。また、全 WSB が無収水管理計画を策定

するとともに傘下の WSP に対し無収水管理計

画を提出するよう指示を行う。 

●進展なし。 

4-3 WASREB が WSB 及び WSP の無収水対策実施

状況について継続的なモニタリングを行う。 
●進展なし。 
 

4-4 WASREB が WSB/WSP 間の連絡会議を活用し

て無収水管理基準の普及を図る。 
●進展なし 
●無収水管理に関しては WSP に情報を提供している。例えば、WASPA（水サービス事業体連絡

協議会）の機関誌に本プロジェクトの概要と目的、第 1 回ワークショップの紹介記事を掲載して

もらった。 
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別添 13. PDM の変更 
 箇所 PDM ver. 2（tentative） 変更提案 理由 
1 プロジェクト

目標の指標 
1.給水協定（SPA）を締結済みの全WSPから収集

した無収水に関するデータが、WASREBによる

年次報告書「IMPACT」の編纂に用いられる。 

削除 無収水管理基準に沿った無収

水データが初めて使用される

IMAPCTは2015年に発行され

るため、プロジェクト終了時

にはその達成度が測れないた

め指標として不適切。 

2 プロジェクト

目標の指標 
2.KEWI が人材育成計画に基づき無収水削減の

研修を WSP に対して行う。 
削除 アウトプット3の言い換え 

3 プロジェクト

目標の指標 
3.全 WSB において、無収水管理基準に基づいた

無収水管理計画が作成される。 
削除 アウトプット4の言い換え 

4 プロジェクト

目標の指標 
- 以下の指標を追加。 

「3 つの WSP（ナロック、カプサベット及びエンブ）

が自身の無収水削減計画の実施を開始する。」 

プロジェクト目標に新しい指

標を設定 

5 プロジェクト

目標の指標 
- 以下の指標を追加。 

「KEWI の無収水管理研修に参加した WSP が無収

水削減計画の作成を開始する」 

プロジェクト目標に新しい指

標を設定 

6 アウトプット1
指標 

3.作成されたWSP向けの無収水対策実施マニュ

アル、およびWSB向けの無収水対策監督ガイド

ライン（2013年5月まで） 

3.作成された WSP 向けの無収水削減実施マニュア

ル案、および WSB 向けの無収水削減監督ガイドラ

イン案（2013 年 5 月まで） 

本プロジェクトで作成される

「無収水管理マニュアル及び

ガイドライン、無集水管理基

準、無収水管理研修」を「無

収水削減マニュアル及びガイ

ドライン、無収水削減基準、

無収水削減研修」に変更する。 
7 アウトプット 2

指標 
1.無収水管理基準がWASREB理事会により承認

され、WASREBにより刊行される（2013年6月ま

で） 

1.無収水管理基準がWASREB理事会により 2013年
6 月までに承認され、2013 年 9 月までに WASREB
により刊行される。 

同上 

目標達成年月の変更 

8 アウトプット 3 - 以下の指標を追加。 新しい指標の設定 
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指標 「KEWI の無収水管理研修を修了した人数（60 名）」

9 活動3-4 3-4. KEWIが人材育成基準に沿った人材育成計

画を作成し、改定された研修を全国のWSPに実

施する。 

3-4. KEWIが人材育成基準を参考に人材育成計画を

作成し、改定された研修を全国の WSP に実施する。

協議結果に基づくもの 

10 外部条件 ケニアにおける水セクターの政策に変更がな

い。 
削除 PDMにスーパーゴールがな

いため 

12 アウトプット1
指標 

1-1.パイロットプロジェクトを行う３つのWSB
及び3つのWSPで策定された無収水管理計画 

1-1.パイロットプロジェクトを行う３つの WSB 及

び 3 つの WSP で策定された無収水削減計画 
本プロジェクトで作成される

「無収水管理マニュアル及び

ガイドライン、無集水管理基

準、無収水管理研修」を「無

収水削減マニュアル及びガイ

ドライン、無収水削減基準、

無収水削減研修」に変更する。 
13 アウトプット2 無収水管理基準が策定され、WASREBのWSB・

WSPに対する無収水管理指導能力が強化され

る。 

無収水削減基準が策定され、WASREB の WSB・
WSP に対する無収水管理指導能力が強化される。

同上 

14 アウトプット2
指標 

2.WASREBにより策定された無収水管理基準の

普及計画（2013年6月まで） 
2.WASREB により策定された無収水削減基準の普

及計画（2013 年 6 月まで） 
同上 

15 アウトプット3
指標 

2.改訂されたKEWIの提供する無収水対策技術の

カリキュラム・シラバス・研修教材（2013年3月
まで） 

2.改訂された KEWI の提供する無収水削減技術の

カリキュラム・シラバス・研修教材（2013 年 3 月

まで） 

同上 

16 アウトプット4 WASREBにより無収水管理基準が全国のWSBと
WSPに普及される。 

WASREB により無収水削減基準が全国の WSB と

WSP に普及される。 
同上 

17 アウトプット4
指標 

1.全WSBおよびWSPを対象とした無収水管理基

準に係るセミナーの実施状況（2回以上） 
1.全WSBおよびWSPを対象とした無収水削減基準

に係るセミナーの実施状況（2 回以上） 
同上 

18 アウトプット4
指標 

2.無収水管理基準の普及計画に基づき全WSBで
策定された無収水管理計画（2014年7月まで） 

2.無収水削減基準の普及計画に基づき全 WSB で策

定された無収水削減計画（2014 年 7 月まで） 
同上 
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19 アウトプット 4
指標 

3.給水協定（SPA）を締結済みの全WSPから

WASREBに対し、無収水管理基準に基づく報告

が行われる 

3.給水協定（SPA）を締結済みの全ＷＳＰから

WASREBに対し、無収水削減基準に基づく報告が

行われる 

同上 

20 アウトプット 4
指標 

4.WASREB 主催の全国 WSB 連絡会議・WSP 連

絡会議において、無収水管理基準が取り上げら

れる（4 回以上） 

4.WASREB 主催の全国 WSB 連絡会議・WSP 連絡会

議において、無収水削減基準が取り上げられる（4
回以上） 

同上 

21 活動1-1 タナ WSB において、WASREB、KEWI、タナ

WSB、エンブ WSP が一体となってプロジェクト

チームを結成し、メルー市における無収水率削

減のプロセスを踏まえてタナ WSB 及びエンブ

WSP における無収水対策計画を作成する。 

タナ WSB において、WASREB、KEWI、タナ WSB、
エンブ WSP が一体となってプロジェクトチームを

結成し、メルー市における無収水率削減のプロセス

を踏まえてタナ WSB 及びエンブ WSP における無

収水削減計画を作成する。 

同上 

22 活動1-4 ビクトリア湖北WSB（又はリフトバレーWSB）
において、WASREB、KEWI、ビクトリア湖北

WSB、カプサベットWSP（又はリフトバレーWSB
及びナロックWSP）が一体となってプロジェク

トチームを結成し、1-3.で作成したマニュアルに

基づき、ビクトリア湖北WSBとカプサベット

WSP、及びリフトバレーWSBとナロックWSPに
おける無収水対策計画の作成、WSP職員の指導、

無収水対策の活動を実施する。 

a）ビクトリア湖北 WSB において、WASREB、

KEWI、ビクトリア湖北 WSB、カプサベット WSP
が一体となってプロジェクトチームを結成し、1-3.
で作成したマニュアルに基づき、ビクトリア湖北

WSB とカプサベット WSP における無収水削減計

画の作成、WSP 職員の指導、無収水削減の活動を

実施する。 
b）リフトバレーWSB において、WASREB、KEWI、
リフトバレーWSB 及びナロック WSP が一体とな

ってプロジェクトチームを結成し、1-3.で作成した

マニュアルに基づき、リフトバレーWSB とナロッ

ク WSP における無収水削減計画の作成、WSP 職員

の指導、無収水削減の活動を実施する。 

同上 

23 活動2-2 WASREB が 1-5.で改訂した無収水対策実施マニ

ュアル及び無収水対策監督ガイドラインを参考

に、全国レベルで統一的に実施される無収水管

理基準（案）を作成する。 

WASREB が 1-5.で改訂した無収水削減実施マニュ

アル及び無収水削減監督ガイドラインを参考に、全

国レベルで統一的に実施される無収水削減基準

（案）を作成する。 

同上 

24 活動2-3 関係者の審査の後、WASREB 理事会が無収水管

理基準（案）を承認する。 
関係者の審査の後、WASREB 理事会が無収水削減

基準（案）を承認する。 
同上 
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25 活動2-4 WASREB が 2-3.で承認された無収水管理基準の

普及計画を作成する。 
WASREB が 2-3.で承認された無収水削減基準の普

及計画を作成する。 
同上 

26 活動4-1 WASREB が全 WSB、及び WSP に対し無収水管

理基準に関するセミナーを開催する。 
WASREB が全 WSB、及び WSP に対し無収水削減

基準に関するセミナーを開催する。 
同上 

27 活動4-2 WASREB が、全 WSB に対し、全 WSB 及び全

WSP が無収水管理計画を作成するよう通達を出

す。また、全 WSB が無収水管理計画を策定する

とともに傘下の WSP に対し無収水管理計画を提

出するよう指示を行う。 

WASREB が、全 WSB に対し、全 WSB 及び全 WSP
が無収水削減計画を作成するよう通達を出す。ま

た、全 WSB が無収水削減計画を策定するとともに

傘下の WSP に対し無収水削減計画を提出するよう

指示を行う。 

同上 

28 活動4-4 WASREB が WSB・WSP 間の連絡会議を活用し

て無収水管理基準の普及を図る。 
WASREB が WSB・WSP 間の連絡会議を活用して無

収水削減基準の普及を図る。 
同上 

29 アウトプット 1
入手手段 

1.パイロットプロジェクトを実施する３つの

WSB 及び WSP の無収水管理計画 
1.パイロットプロジェクトを実施する３つの WSB
及び WSP の無収水削減計画 

同上 

30 アウトプット 2
入手手段 

1.無収水管理基準 
2.無収水管理基準の普及計画 

1.無収水削減基準 
2.無収水削減基準の普及計画 

同上 

31 アウトプット 4
入手手段 

2.各 WSB において無収水対策計画 2.各 WSB において無収水削減計画 同上 
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別添 14. 作成されるマニュアル等文書の位置付け 
ド キ ュ メ

ント 

中心組織 ターゲッ

ト組織 

ターゲットレベル 主な内容 

無 収 水 管

理 マ ニ ュ

アル 

WASREB WSP 経営責任者、テクニカ

ル・ダイレクター、コマ

ーシャル・ダイレクター 

i) 無収水管理理論 

ii) 無収水管理実践 

iii) メルー、エンブ、ナロック、

カプサベットのケーススタ

ディ 

iv) 無収水削減計画ひな型 

無 収 水 管

理 ガ イ ド

ライン 

WASREB WSB 管理者レベル i) WSP の無収水管理の監督方

法 

ii) 無収水削減計画のひな型 

無 収 水 管

理 ハ ン ド

ブック 

WASREB WSP エンジニア、技師、操作

員、職人 

i) 現場レベルの実践的無収水

対策 

 
無 収 水 管

理 講 師 用

マ ニ ュ ア

ル 

KEWI KEWI 講師 i) 無収水管理研修の進め方 

ii) （WAVE の無収水研修講師

マニュアル及び無収水管理

マニュアル参照） 

無 収 水 管

理 生 徒 用

マ ニ ュ ア

ル 

KEWI WSP エンジニア、技師、操作

員、職人 

i) 無収水対策（理論、実践）（無

収水管理マニュアル参照） 

ii) 無収水管理ハンドブック（参

考） 
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小項目
a.
実
績
の
検
証

1-1. 上位
目標の達
成度（見
込み）

ケニア全国における無収水
率が低減することにより水
資源の有効利用が図られ
る。

ケニアの給水協定（SPA）を締結済みの
全WSPにおける無収水率が2020年までに
20-25%に減少する。

無収水率
関係者の意見

質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
MWI

1. 給水協定（SPA）を締結済みの全WSP
から収集した無収水に関するデータが、
WASREBによる年次報告「IMPACT」の編纂
に用いられる。

指標の明確化の検討。
（有効性の項）

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI
WASREB

2．KEWIが人勢育成計画に基づき無収水
削減の研修をWSPに対して行う。

アウトプット3の活動3-
4の言い換え。（有効性
の項で確認）

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

3. 全WSBにおいて、無収水管理基準に基
づいた無収水管理計画が策定される。

アウトプット4の指標2
の言い換え。（有効性
の項で確認）

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI
WASREB

4. 「無収水削減能力の向上」を示す適
切な指標はあるか。

指標の追加の検討。 活動実績
関係者の意見

質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
MWI

1.パイロットプロジェクトを行う3つの
WSPで策定された無収水管理計画（タナ
WSB及びエンブWSP（2013年3月まで）、
リフトバレーWSB及びナロックWSP（2013
年3月まで）、ビクトリア湖北及びカプ
サペットWSP（2013年3月まで）

活動実績
関係者の意見

専門家
MWI
WSB
WSP

2. パイロット地区における無収水率が
プロジェクト開始前より半減する。
特に、ナロックに関しては、①管路図が
作成できるようになる；②配水量分析が
できるようになる；③バルブ操作により
均等配水ができるようになる；④施工の
質が向上する；⑤無収水削減方法を実施
する。

無収水率
活動実績
関係者の意見 専門家

MWI
WSB
WSP

3. 作成されたWSP向けの無収水対策実施
マニュアル、及びWSB向けの無収水対策
監督ガイドライン（2013年5月まで）

活動実績
関係者の意見 専門家

MWI
WASREB

1. 無収水管理基準がWASREB理事会によ
り承認され、WASREBにより刊行される
（2013年6月まで）

活動実績
関係者の意見

2. WASREBにより策定された無収水管理
基準の普及計画（2013年6月まで）

活動実績
関係者の意見

質問票送
付先

専門家
MWI
WASREB

資料レビュー
質問票
インタビュー

別添15　評価グリッド

データ収集方法情報源必要なデータ

2. 無収水管理基準が策定
され、WASREBのWSB・WSPに
対する無収水管理指導能力
が強化される。

特記事項

業務完了報告書
進捗報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

1-2. プロ
ジェクト
目標達成
度

1-3. アウ
トプット
の達成度

評
価

評価設問

1. パイロットプロジェク
トを行うWSB・WSPでの無収
水対策の実施を通じ、無収
水対策実施マニュアル、無
収水対策監督ガイドライン
が作成される。

全国の無収水削減対策の監
督、実施、普及の体制が整
備されると共に、無収水削
減能力が向上する。

大項目
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小項目
質問票送

付先
データ収集方法情報源必要なデータ特記事項

評
価

評価設問
大項目

3. WASREBにより策定された人材育成基
準（2012年9月まで）

活動実績
関係者の意見

1. 無収水対策技術及び教授法の研修の
受講（KEWIの講師等5名）

研修を受けた
KEWI講師の数
関係者の意見

2. 改定されたKEWIの提供する無収水対
策技術のカリキュラム・シラバス・研修
教材（2013年6月）

活動実績
関係者の意見

3. KEWIの研修コースに参加した受講者
の満足度（80%以上）

研修を受けた受
講生の満足度
関係者の意見

4. 策定された人材育成計画（2012年12
月まで）

活動実績
関係者の意見

1. 全WSBおよびWSPを対象とした無収水
管理基準に係るセミナーの実施状況（2
回以上）

活動実績
関係者の意見

2. 無収水管理基準の普及計画に基づき
全WSBで策定された無収水管理計画
（2014年7月まで）

活動実績
関係者の意見

3. 給水協定（SPA）を締結済みの全WSP
からWASREBに対し、無収水管理基準に基
づく報告が行われる。

活動実績
関係者の意見

4. WASREB主催の全国WSB連絡会議・WSP
連絡会議において、無収水管理基準が取
り上げられる（4回以上）

活動実績
関係者の意見

日本側
1. 専門家
2. 本邦研修
3. 機材
4. ローカルコンサルタン
ト費

投入の質、量、時期は計画通りか。 専門家に依頼 投入の質・量・
時期

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

専門家

ケニア側
1. C/P
2. 専門家執務室及び什器
3. 供与機材を収納保管す
る施設
3．研修施設
4．WSBおよびWSPの所有施
設

投入の質、量、時期は計画通りか。 カウンタパートに依頼 投入の質・量・
時期

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

MWI

専門家
MWI
KEWI

専門家
MWI
WASREB

資料レビュー
質問票
インタビュー

1-4. 投入
の実績

資料レビュー
質問票
インタビュー

資料レビュー
データ提出依頼
質問票

4. WASREBにより無収水管
理基準がWSBとWSPに普及さ
れる。

3. 無収水対策技術に関し
てKEWIのWSPに対する研修
実施能力が強化される。
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小項目
質問票送

付先
データ収集方法情報源必要なデータ特記事項

評
価

評価設問
大項目

2.
実
施
プ
ロ
セ
ス
の
検
証

2-1. 活動
の進捗状
況

活動の達成度・
達成時期

PDM
PO
進捗報告書
業務完了報告書
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

カウンターパートの数・配置・能力は適
切であったか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

専門家
MWI

プロジェクト運営実施上のモニタリング
は適切に行われているか（頻度・方法）

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

専門家
MWI

JCC、PIC、PMCはプロジェクトの運営
上、十分に機能しているか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

専門家
MWI

専門家とC/Pの関係は良好
か。

C/Pと専門家のコミュニケーションは十
分にとれているか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

専門家
MWI
WASREB
WSB
WSP
KEWI

MWI、WASREB、KEWI、WSB、WSPはプロ
ジェクトの活動状況を十分に把握してい
るか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票回答
インタビュー 専門家

カウンターパートのプロジェクト活動へ
の参加は活発か。

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家

MWI、WASREB、WSB、WSP及びKEWIは、プ
ロジェクト活動及びパイロットプロジェ
クトに対する十分な予算を確保している
か。

予算
関係者の意見

関連文書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー 専門家

エンブWSPが独自で実施するKanjuru地
区、Dallas地区での無収水削減プロジェ
クトの進捗はいかがか。

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
WSP

パイロットプロジェクト実施における阻
害・促進要因はあるか。

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
WSB
WSP

無収水管理基準作成における阻害・促進
要因はあるか。

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
WASREB

KEWIの研修実施における阻害・促進要因
はあるか。

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
KEWI

2-4. 阻害
要因と貢
献要因

活動進捗、アウトプット達
成、目標の達成に対する阻
害・貢献要因はあるか。

2-3. 相手
国実施機
関の主体
性

2-2. プロ
ジェクト
マネジメ
ント体制

質問票
インタビュー

プロジェクトのマネジメン
ト体制に問題はないか。

カウンターパートは主体的
にプロジェクトの実施に取
り組んでいるか。

活動は計画通りに実施されているか。

A
18



小項目
質問票送

付先
データ収集方法情報源必要なデータ特記事項

評
価

評価設問
大項目

無収水管理基準の全国のWSBおよびWSPへ
の普及における阻害・促進要因はある
か。

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
WASREB

活動進捗、アウトプット達成、目標の達
成に対してその他の阻害･貢献要因はあ
るか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
MWI

3-1. 必要
性

プロジェクト目標とケニア
側のニーズは一致している
か。

無収水削減能力の向上は、ケニアの水セ
クターにおけるニーズと一致している
か。

関連文書
関係者の意見

国家水サービス戦略
（NWSS）
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

上位目標とケニアの開発政
策の間に整合性はあるか。

無収水率の削減は、ケニアの貧困削減戦
略、国家水サービス戦略と合致している
か。

関連文書
関係者の意見

貧困削減戦略
国家水サービス戦略
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー 専門家

MWI

プロジェクトと日本の援助
政策の間に整合性はある
か。

プロジェクトは、日本の対ケニア国別援
助方針（事業展開計画を含む）に合致し
ているか。

日本の援助政策 国別援助方針
事業展開計画

資料レビュー
-

プロジェクトは、全国レベルの無収水削
減能力向上を目標とするプロジェクトと
して適切か。

特に、上位目標に全国
レベルの無収水率削減
を置くプロジェクトと
いう視点から

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

パイロットプロジェクトの地区の選択
（規模、予算）は適切か。

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

日本の技術の優位性はある
か。

日本が他国で実施している無収水対策の
経験が活かされているか。

日本の無収水対
策支援
関係者の意見

関連文書
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家

他ドナーとの協力関係はど
うなっているか。

他ドナーとの協力体制はあるか。また、
協力内容の重複は無いか。

他ドナーの協力
状況及び動向

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

事前評価以降の政策・経
済・社会等の変化はなかっ
たか。

プロジェクトの実施、運営等に影響を与
える政策・経済・社会などの変化はある
か。

ケニアの政治・
経済・社会・開
発協力等の情報

業務報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

プロジェクト目標の達成状
況はどうか。

プロジェクト目標が達成される見込みは
あるか。

実績とプロジェクト目
標の達成度との比較

活動実績
プロジェクト目
標の達成度
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

専門家
MWI

プロジェクト目標の指標1において、
「無収水管理基準に基づいてSPA締結済
みの全WSPから報告を受けたデータ」が
「IMPACT2013]の編纂に用いられると定
義づけすることは妥当か。

IMPACTにはすでに無収
水に関するデータが掲
載されている。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果 専門家

MWI

3-3. 手段
としての
適切性

プロジェクトのアプローチ
は適切だったか。

4-1. プロ
ジェクト
目標の達
成予測

3.
妥
当
性

3-2. 優先
度

4.
有
効
性

資料レビュー
質問票
インタビュー

プロジェクト目標指標の設
定レベルは適切か。
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小項目
質問票送

付先
データ収集方法情報源必要なデータ特記事項

評
価

評価設問
大項目

プロジェクト目標の指標2は、アウト
プット3の活動3-4の言い換えとなってい
るが、同指標を削除し、アウトプット3
で確認することは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
MWI

プロジェクト目標の指標3は、アウト
プット4の指標2の言い換えになっている
が、同指標を削除し、アウトプット4で
確認することは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
MWI

プロジェクト目標にある「無収水削減能
力の向上」を評価する指標の設定は可能
か。例えば、「選択されたWSPでの無収
水率の削減（%）」を指標として設定す
ることは可能か。

「体制の整備及びその
強化」の効果としての
指標の設定を検討す
る。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果 専門家

MWI

4-2. 因果
関係

アウトプットの達成がプロジェクト目標
「全国の無収水削減対策の監督、実施、
普及の体制整備及びその強化」の達成に
貢献するか。

活動実績
アウトプットと
プロジェクト目
標の因果関係
関係者の意見

業務完了報告書
PDM
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー 専門家

MWI

アウトプットの達成以外にプロジェクト
目標の達成に貢献する活動、事実などは
あるか。

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
MWI

4-3.促
進・阻害
要因

プロジェクトで技術を取得した職員は組
織にとどまっているか。（外部条件）

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
MWI
WASREB
WSB
WSP
KEWI

その他の外部条件はあるか。 関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
MWI

アウトプットの
達成度･時期
関係者の意見
実績
関係者の意見
関係者の意見
活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI
WASREB
WSB
WSP
KEWI

専門家
MWI
WASREB
WSB
WSP
KEWI

資料レビュー
質問票
インタビュー

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

アウトプット達成を阻害した要因はあるか。

5.
効
率
性

5-1. アウ
トプット
の達成度

各アウトプットは計画通り達成されているか。

5-2. 因果
関係

各アウトプットの指標は適切か。

アウトプットはプロジェク
ト目標の達成に貢献してい
るか。

アウトプットを産出するために十分な活動か。

プロジェクト目標達成を阻
害する要因はあるか。
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小項目
質問票送

付先
データ収集方法情報源必要なデータ特記事項

評
価

評価設問
大項目

専門家の派遣人数、専門分野、派遣時期
は適切か。

専門家派遣実績
関係者の意見

業務報告書
関連文書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

供与機材の種類、量、設置時期は適切
か。

納入機材リスト
関係者の意見

業務報告書
関連文書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI
WSB
WSP

本邦研修の分野、研修内容、研修時期は
適切か。

研修員受入実績
関係者の意見

業務報告書
関連文書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

ケニア側のC/P配置、予算配分、予算執
行は適切か。

C/P配置状況
プロジェクト経
費
関係者の意見

業務報告書
関連文書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

無収水対策関連機材はローカルの機材を
有効に活用しているか。

機材納入実績
関係者の意見

専門家
MWI

メルー市の無収水削減対策にかかわった
タナWSBの職員を活用したか。

活動実績
関係者の意見

専門家
タナWSB

ケニア側による投入を大きく制約する事
態は発生したか。（外部条件）

関係者の意見 専門家
MWI

その他に効率性の貢献・阻害要因はある
か。

関係者の意見 専門家
MWI

パイロットプロジェクト地区において無
収水率は削減されたか。特に開発予算に
制限のあるナロックで無収水率が削減さ
れる見込みは高いか。

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
WSP

2012年2月のJICAミッションにおいて小
規模WSPが対応できる簡易型マニュアル
の策定が提案されたがその進捗状況はい
かがか。

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
WASREB

プロジェクト終了後に全国のWSPが無収
水管理計画を作成することを担保する対
策を活動に含めているか。

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
WASREB
WSB

プロジェクト終了後にWSPが無収水対策
を実施することを担保する対策を活動に
含めているか。

活動実績
関係者の意見

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
WASREB
WSB

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
MWI

水灌漑省は無収水対策に必要な対応を
取っているか。（外部条件）

関係者の意見 専門家
MWI

無収水対策のための活動のための予算が
継続的に確保される予定か。（外部条
件）

関係者の意見
専門家
MWI

資料レビュー
質問票
インタビュー

プロジェクト目標から上位
目標に至るまでの外部条件
は、現時点においても正し
いか。また、外部条件が満
たされる可能性は高いか。

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

その他各アウトプット達成
の貢献要因、阻害要因はあ
るか。

質問票
インタビュー

質問票回答
インタビュー結果

投入・成果の実績、活動の
状況から、上位目標の達成
は見込まれるか。

投入の質、量、タイミング
は適切か

6-1. 上位
目標の達
成見込み

6.
イ
ン
パ
ク
ト

6-2. 因果
関係

上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか。

5-3. 活動
の効率性
に対する
貢献・阻
害要因

ローカルの資源を有効利用
できているか

質問票回答
インタビュー結果
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小項目
質問票送

付先
データ収集方法情報源必要なデータ特記事項

評
価

評価設問
大項目

その他上位目標達成に必要な活動はある
か。

関係者の意見 専門家
MWI

プロジェクトは、プロジェクト目標から
上位目標までに至る外部条件を満たすた
めの活動を行っているか。

専門家
MWI

関係者の意見 専門家
MWI

6-3. 波及
効果

関係者の意見 業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

7-1. 政
策・制度
面

無収水対策に対する政策支
援はプロジェクト終了後も
継続される可能性が高い
か。

無収水対策は引き続きケニア国水セク
ターの優先課題として位置づけられる
か。

水セクター政策
関係者の意見

全国水サービス戦略
関係者の意見

資料レビュー
質問票
インタビュー

専門家
MWI

無収水対策を担う組織は維
持されるか。

新憲法により水セクターの改編が行われ
ると理解するが、WASREB、WSB、WSP、
KEWIは、プロジェクト終了後もその役割
が維持されるか。

新憲法
関係者の意見 専門家

MWI

水灌漑省は、全国のWSPが無収水対策を
実施するために必要な予算を確保する戦
略を持っているか。

水セクターの予
算
水セクターの戦
略
関係者の意見

専門家
MWI

WASREB、WSB、WSPは無収水対策を実施す
るために必要な予算を確保する戦略を
持っているか。

WSPの予算戦略
関係者の意見

専門家
WASREB
WSB
WSP

KEWIは、無収水対策技術研修を継続的に
行うための予算を確保する戦略を持って
いるか。

KEWIの戦略
関係者の意見

質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
KEWI

KEWIの講師は無収水対策技術の知識を十
分に持っているか。

専門家
KEWI

KEWIの講師は無収水対策技術研修を実施
する十分な講師力を持っているか。

専門家
KEWI

KEWIの講師が無収水対策技術研修を実施
する上で十分な教材が準備されている
か。

専門家
KEWI

水灌漑省に、KEWIの無収水対策技術を維
持するための戦略はあるか。

水灌漑省の戦略
関係者の意見

専門家
MWI

KEWIの無収水対策技術を維持する何らか
の戦略はあるか。

水灌漑省の戦略
関係者の意見

専門家
MWI

業務完了報告書
質問票回答
インタビュー結果

7-3. 技術
面

関連文書
質問票回答
インタビュー結果

7-2. 組
織・財政
面

資料レビュー
質問票
インタビュー

関連文書
質問票回答
インタビュー結果

活動実績
関係者の意見

資料レビュー
質問票
インタビュー

7.
持
続
性

無収水対策を実施するため
に必要な財源は確保されて
いるか。

プロジェクト終了後もKEWI
の講師の質は維持される
か。

無収水対策技術研修の講師
は研修を行う十分な知識を
有しているか。

上位目標以外の正負の効果・影響は見られるか。また、負の影響があ
れば、それを除去または軽減する方策は取られているか。

上位目標の達成を阻害する要因はあるか。

資料レビュー
質問票
インタビュー
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小項目
質問票送

付先
データ収集方法情報源必要なデータ特記事項

評
価

評価設問
大項目

機材の状況
関係者の意見

質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
WSB
WSP

7-4. 社
会・文
化・環境
面

関係者の意見 質問票回答
インタビュー結果

質問票
インタビュー 専門家

MWI

上位目標のターゲット無収水率（20-
25%）は妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
MWI

アウトプット1の指標2パイロット地区に
おけるターゲット無収水率（半減）は妥
当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
WSB
WSP

アウトプット1の指標2でナロックWSPの
み別の指標を設定することは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
WSB
WSP

アウトプット1-4におけるターゲット年
月の設定は妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
MWI

アウトプット4の指標4全国WSB連絡会
議・WSP連絡会議における無収水管理基
準の取り上げ回数を6回から4回にしたの
は妥当か。なぜか。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
WASREB

投入・活動・アウトプット
の内容の軌道修正に妥当性
はあるか。

アウトプット4の無収水管理基準の普及
先としてWSPが追加されたことは妥当
か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
WASREB

PDMの外部条件を修正する
妥当性はあるか。

上位目標からスーパーゴールへの外部条
件が設定されているが、スーパーゴール
は設定されていないため、削除をするこ
とは妥当か。

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

専門家
MWI

関係者の意見 PDM
質問票
インタビュー結果

質問票
インタビュー

専門家
MWI
WASREB
WSB
WSP
KEWI

8.
そ
の
他

8-1. 軌道
修正の必
要性

その他、今後留意していかなければならないことは何か。

資料レビュー
質問票
インタビュー

PDMの指標の修正に妥当性
はあるか。

社会、文化、環境面において持続的効果を阻害する要因はあるか。

プロジェクトで供与した機材の維持管理は適切か。
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別添17 プロジェクト・デザイン・マトリックス (PDM2)　（和文仮訳） 2012年9月6日

案件名： カウンターパート機関：

指標 入手手段 外部条件

上位目標
ケニア全国における無収水率が低減することにより水資源の有効利用が図られる。 ケニアの給水協定（SPA）を締結済みの全WSPにおける無収水率

が2020年までに20から25％に減少する。
WASREBの年次報告書「IMPACT」

全国の無収水削減対策の監督、実施、普及の体制が整備され、強化される。 1.パイロットプロジェクトを行う3つのWSB及び3つのWSPが策
定された無収水削減計画を実施に移す。

1.プロジェクト進捗報告書

2.KEWIの無収水削減研修に参加したWSPが、無収水削減計画の
作成を開始する。

2.プロジェクト進捗報告書

成果1 

パイロットプロジェクトを行うWSB・WSPでの無収水対策の実施を通じ、無収水対策実
施マニュアル*1)、無収水対策監督ガイドライン*2)が作成される。

1.パイロットプロジェクトを行う３つのWSB及び3つのWSPで策定さ
れた無収水削減計画
タナWSB及びエンブWSP（2013年3月まで）,リフトバレーWSB及び
ナロックWSP(2013年3月まで）,ビクトリア湖北WSB及びカプサベット
WSP（2013年3月まで）

1.　パイロットプロジェクトを実施する３つの
WSB及びWSPの無収水削減計画

プロジェクトで技術を習得し
た職員が組織にとどまる。

2.パイロット地区における無収水率がプロジェクト開始前より半減
する。
特にナロックに関しては①管路図が作成できるようになる；②配水
量分析ができるようになる；③バルブ操作により均等配水ができる
ようになる；④施工の質が向上する；⑤無収水削減方法を実施す
る。

2.　パイロットプロジェクトを実施する３つの
WSPの月次報告書

3.WSP向けの無収水対策実施マニュアル(案)、およびWSB向けの
無収水対策監督ガイドライン(案)（2013年5月まで）

3.　ＷＳＰ向け無収水対策実施マニュアル、
およびWSB向けの無収水対策監督ガイドラ
イン

1.無収水削減基準がWASREB理事会により承認され(2013年6月ま
で)、WASREBにより刊行される(2013年9月まで)

1.　無収水削減基準

2.WASREBにより策定された無収水削減基準の普及計画（2013年
6月まで）

2.　無収水削減基準の普及計画

3.WASREBにより策定された人材育成基準 （2012年9月まで） 3.　人材育成基準

成果3 無収水対策技術に関してＫＥＷＩのＷＳＰに対する研修実施能力が強化される。 1.無収水対策技術及び教授法の研修の受講（KEWIの講師等5名） 1.　プロジェクト進捗報告書
2.改訂されたKEWIの提供する無収水対策技術のカリキュラム・シ
ラバス・研修教材（2013年3月まで）

2.　改訂されたKEWIのカリキュラム・シラバ
ス・研修教材

3.KEWIの研修コースに参加した受講者の満足度（80％以上） 3.　受講者アンケート
4.策定された人材育成計画（2012年12月まで）*4) 4.　KEWI活動報告書
5.KEWIの無収水削減研修コースを修了した受講者の人数(60名） 5.  KEWI活動報告書

成果4 WASREBにより無収水削減基準が全国のWSBとWSPに普及される。 1.全WSBおよびWSPを対象とした無収水削減基準に係るセミナー
の実施状況（2回以上）

1.　プロジェクト進捗報告書

2.無収水削減基準の普及計画に基づき全WSBで策定された無収
水削減計画（2014年7月まで）

2.　各WSBの無収水削減計画

3.給水協定（ＳＰＡ）を締結済みの全ＷＳＰからWASREBに対し、無
収水削減基準に基づく報告が行われる

3.　WASREBの年次報告書

4.WASREB主催の全国WSB連絡会議・WSP連絡会議において、無
収水削減基準が取り上げられる（4回以上）

4.  WASREBの年次報告書

活動1
パイロットプロジェクトを行うWSB・WSPでの無収水対策の実施を通じ、無収水対策実
施マニュアル、無収水対策監督ガイドラインを作成する。

1-1 タナWSBにおいて、WASREB、KEWI、タナWSB、エンブWSPが一体となってプロジェクト
チームを結成し、メルー市における無収水率削減のプロセスを踏まえてタナWSB及び
エンブWSPにおける無収水対策計画を作成する。

1-2 プロジェクトチームがエンブWSP職員に対して、無収水対策に必要な基本技術の研修
及びパイロットプロジェクトサイトにおける実地訓練（On the Job Training：OJT）を行う。

1-3 プロジェクトチームが実施結果に基づき、「無収水対策実施マニュアル」及び「無収水
対策監督ガイドライン 」を作成する。

1-4 ビクトリア湖北WSB（又はリフトバレーWSB）において、WASREB、KEWI、ビクトリア湖北
WSB、カプサベットWSP（又はリフトバレーWSB及びナロックWSP）が一体となってプロ
ジェクトチームを結成し、1-3.で作成したマニュアルに基づき、ビクトリア湖北WSBとカプ
サペットWSP、及びリフトバレーWSBとナロックWSPにおける無収水対策計画の作成、
WSP職員の指導、無収水対策の活動を実施する。

1-5 プロジェクトチームが、1-4.の結果に基づき無収水対策実施マニュアル、無収水対策監
督ガイドラインを改訂する。

活動2
無収水削減基準を策定し、WASREBのWSB・WSPに対する無収水削減に係る指導能
力を強化する。

2-1 WASREBが無収水削減対策に関するモニタリング体制を改善し、WSB及びWSPを指導
する。

2-2 WASREBが1-5.で改訂した無収水対策実施マニュアル及び無収水対策監督ガイドライ
ンを参考に、全国レベルで統一的に実施される無収水削減基準（案）を作成する。

2-3 関係者の審査の後、WASREB理事会が無収水削減基準（案）を承認する。

2-4 WASREBが2-3.で承認された無収水削減基準の普及計画を作成する。

2-5 WASREBが人材育成基準を作成する。

活動3 無収水対策技術に関するＫＥＷＩのＷＳＰに対する研修実施能力を強化する。
3-1 KEWI講師を対象とした無収水対策技術研修（OJT含む）及び教授法に関する研修を実

施する。

3-2 パイロットプロジェクトサイトでの活動を通じ作成された無収水対策実施マニュアルを基
に、研修計画の作成及び既存のカリキュラム・シラバス・研修教材の改訂を行う。

3-3 3-2.で改定された研修を実施し、研修結果を評価する。

3-4 KEWIが人材育成基準に沿った人材育成計画を作成し、改定された研修を全国のWSP
に実施する。

活動4 WASREBが無収水削減基準を全国のWSBとWSPに普及させる。
4-1 WASREBが全WSB、及び全WSPに対し無収水削減基準に関するセミナーを開催する。

4-2 WASREBは全てのWSBに対し無収水削減計画を策定するよう通達を出す。全ての
WSBは自身の無収水削減計画を策定する。全てのWSBは管轄している各WSPに無収
水削減計画を提出するよう指示を出す。

4-3 WASREBがWSB及びWSPの無収水対策実施状況について継続的なモニタリングを行
う。

4-4 WASREBがWSB・WSP間の連絡会議を活用して無収水削減基準の普及を図る。

*1 無収水対策実施マニュアル（Manual）とは、WSPが無収水対策を実施する上で必要なデータ整備、体制、漏水探知や盗水防止の活動等の手順を示したもの。
*2

*3

*4 人材育成計画（KEWIにより策定）とは無収水削減にかかる人材育成計画 。

ケニア国無収水管理プロジェクト
プロジェクト期間： 4年間（2010年9月～2014年10月）
プロジェクトサイト：ナイロビ、タナ水サービス委員会所管地域、ビクトリア湖北水サービ
ス委員会所管地域、リフトバレー水サービス委員会所管地域

プロジェクト要約

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
目標

MWIにより無収水削減のた
めに必要な対策が採られ
る。活動に対して持続的に
予算が確保される。

成果2 無収水削減基準*3)が策定され、WASREBのWSB・WSPに対する無収水削減に係る指
導能力が強化される。

水灌漑省（MWI)
水サービス規制委員会（WASREB)
ケニア水研究所（KEWI)
水サービス委員会（WSB)
   ⇒タナWSB、ビクトリア湖北WSB、リフトバレーWSB
水サービス事業体（WSP)
   ⇒エンブWSP、メルーWSP、カプサペットWSP、ナロックWSP

WSB及びWSPに対し、全国レベルで統一的に実施すべき無収水対策を定めた基準。無収水対策実施マニュアル、無収水対策監督マニュアル、全国で統一的に収集すべきデータ項目、資機材の規格等の内容を含む。

投入 C/Pの本プロジェクトへの投
入を大きく制約する事態が
発生しない。ケニア側

・C/P
　プロジェクトマネージャー：（水・灌漑省水供給局副局長）
　1.MWI：(水供給局副局長、水供給シニア管理者）
　2.WASREB：（CEO、技術部長、コンプライアンス部長、技術補佐）
　3.KEWI：（教育副局長、３講師、2技術者）
　4.WSBｓ：（技術部長、配水部長、技師、技術者
　5.WSPｓ：
        （Managing Director、営業部長、技術部長、技師、技術者、
NRW削減チームメンバー）
・提供施設
　1.日本人専門家執務室及び什器
　2.供与機材を収納保管する施設
　3.研修施設
　4.WSBおよびWSPの所有施設

日本側
・専門家
　1.総括/無収水管理
　2.無収水対策技術(1)漏水モニタリング
　3.無収水対策技術(2)施設整備/施工管理
（管網分析含む）
　4.研修管理
　5.その他必要に応じた専門家
・本邦研修
・供与機材
　(1)流量計（複数）
　(2)顧客メーター(複数）
　(3)携帯用超音波流量計(複数）
　(4)漏水探査機(複数）
　(5)漏水音響探査機（複数）
　(6)水圧計（複数）
　(7)データ入力端末（複数）
　(8)メーター修正機（複数）
　(9)バルブ（複数）
　(10)PC（複数）
　(11)その他無収水削減とそのモニタリング
に必要な機器
ローカルコンサルタント費

無収水対策監督ガイドライン（Guideline）とは、WSBがWSPの実施する無収水対策を監督する上で押さえるべきポイントやそのモニタリング作業の手順を示したもの。また資産管理に関する手順を示したもの。

A78
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案件名： ケニア国無収水管理プロジェクト

プロジェクト期間： 4年間（2010年9月～2014年10月） 3 5 6 7 8 9 10 12 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

成果1

活動1

1-1

1-2

1-3

1-4

1-5

成果2

活動2

2-1

2-2

2-3

2-4

2-5

成果3

活動3

3-1

3-2

3-3

3-4

成果4

活動4

4-1

4-2

4-3

4-4

2012年9月6日

WASREBにより無収水削減基準が全国のWSBとWSPに普及される。

WASREBが無収水削減基準を全国のWSBとWSPに普及させる。

WASREBが全WSB、及び全WSPに対し無収水削減基準に関するセミナーを開
催する。

WASREBは全てのWSBに対し無収水削減計画を策定するよう通達を出す。全
てのWSBは自身の無収水削減計画を策定する。全てのWSBは管轄している各
WSPに無収水削減計画を提出するよう指示を出す。

WASREBがWSB及びWSPの無収水対策実施状況について継続的なモニタリン
グを行う。

WASREBがWSB・WSP間の連絡会議を活用して無収水削減基準の普及を図

無収水対策技術に関してＫＥＷＩのＷＳＰに対する研修実施能力が強化される。

無収水対策技術に関するＫＥＷＩのＷＳＰに対する研修実施能力を強化する。

KEWI講師を対象とした無収水対策技術研修（OJT含む）及び教授法に関する
研修を実施する。

パイロットプロジェクトサイトでの活動を通じ作成された無収水対策実施マニュ
アルを基に、研修計画の作成及び既存のカリキュラム・シラバス・研修教材の
改訂を行う。

3-2.で改定された研修を実施し、研修結果を評価する。

KEWIが人材育成基準に沿った人材育成計画を作成し、改定された研修を全国
のWSPに実施する。

無収水削減基準を策定し、WASREBのWSB・WSPに対する無収水削減に係る指導能
力を強化する。

WASREBが無収水削減対策に関するモニタリング体制を改善し、WSB及びWSP
を指導する。

WASREBが1-5.で改訂した無収水対策実施マニュアル及び無収水対策監督ガ
イドラインを参考に、全国レベルで統一的に実施される無収水削減基準（案）を
作成する。

関係者の審査の後、WASREB理事会が無収水削減基準（案）を承認する。

WASREBが2-3.で承認された無収水削減基準の普及計画を作成する。

WASREBが人材育成基準を作成する。

プロジェクトチームが実施結果に基づき、「無収水対策実施マニュアル 」
及び「無収水対策監督ガイドライン 」を作成する。

ビクトリア湖北WSB（又はリフトバレーWSB）において、WASREB、KEWI、ビクトリ
ア湖北WSB、カプサベットWSP（又はリフトバレーWSB及びナロックWSP）が一体
となってプロジェクトチームを結成し、1-3.で作成したマニュアルに基づき、ビクト
リア湖北WSBとカプサペットWSP、及びリフトバレーWSBとナロックWSPにおける
無収水対策計画の作成、WSP職員の指導、無収水対策の活動を実施する。

プロジェクトチームが、1-4.の結果に基づき無収水対策実施マニュアル、無収
水対策監督ガイドラインを改訂する。

無収水削減基準が策定され、WASREBのWSB・WSPに対する無収水削減に係る指導
能力が強化される。

パイロットプロジェクトを行うWSB・WSPでの無収水対策の実施を通じ、無収水対策実
施マニュアル、無収水対策監督ガイドラインを作成する。

11 12 1

プロジェクトサイト： ナイロビ、タナ水サービス委員会所管地域、ビクトリア湖北水サービ
ス委員会所轄地域、リフトバレー水サービス委員会所轄地域

タナWSBにおいて、WASREB、KEWI、タナWSB、エンブWSPが一体となってプロ
ジェクトチームを結成し、メルー市における無収水率削減のプロセスを踏まえて
タナWSB及びエンブWSPにおける無収水対策計画を作成する。

プロジェクトチームがエンブWSP職員に対して、無収水対策に必要な基本技術
の研修及びパイロットプロジェクトサイトにおける実地訓練（On the Job
Training：OJT）を行う。

11

2010 2011

パイロットプロジェクトを行うWSB・WSPでの無収水対策の実施を通じ、無収水対策実
施マニュアル、無収水対策監督ガイドラインが作成される。

2 4 11 1

2012 2013

12

1年次 2年次 3年次

2014

9 10 10
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別添 19 事例紹介（パイロットプロジェクト終了後の継続した取組み及び他地区への普及事例） 
 
1 パイロットプロジェクト終了後の WSP 自身による継続した取組み（エンブ WSP） 
 

 
 
 
2 パイロットプロジェクトの経験を WSP 自身が他地区へ普及（エンブ WSP） 
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